
（平成２２年６月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 55 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 45 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 69 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 47 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3282 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年３月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 45 年１月から同年３月まで 

    申立期間①は、育ての親である叔父が国民年金の加入手続や国民年金

保険料の納付をしてくれていた。申立期間②当時は、私が夫婦二人分の

保険料を一緒に納付していた。申立期間について、未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、申立期間②の前後の期間の国民年金

保険料を現年度納付していることが特殊台帳により確認でき、３か月

と短期間である申立期間②の保険料を納付できない特段の事情も見当

たらない。 

 

２ 一方、申立期間①について、申立人は、国民年金保険料はその叔父が

叔父及び叔母の保険料と一緒に納付してくれたとしているが、申立期

間直後の昭和 40 年度の申立人の保険料は、国民年金手帳記号番号が払

い出された直後の昭和 41 年４月に一括で納付され、叔父及び叔母の保

険料は３か月ごとに納付されていることが特殊台帳により確認できる

ことから、申立人の加入手続は国民年金手帳記号番号払出しころに行

われたものと推認できる上、加入手続をしてくれたとするその叔父は

加入手続及び保険料納付についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申

立期間①の一部を過年度納付することが可能であったが、申立人の国



                      

  

民年金保険料を納付したとするその叔父は、申立期間①についてさか

のぼって保険料を納付した記憶が無いとしている。 

  さらに、国民年金手帳記号番号払出時点では、申立期間①の一部は時

効により国民年金保険料を納付できず、申立期間①当時に別の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない上、申立人が、

申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  加えて、申立人の口頭意見陳述において、申立期間①について国民年

金保険料を納付していたことを具体的に裏付ける新しい証言や証拠を

得ることができなかった。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 45 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3284 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年８月までの期間及

び 38 年３月から 46 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 46 年３月まで 

    国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付は、夫がしてくれていた。

私が国民年金に加入して少ししてから、私の年金について夫から「空白

の期間の保険料をさかのぼってまとめて納めてきた。」という話を聞い

た。９万から 10 万円くらいを納めたと聞いたので、驚いた記憶がある。

夫からさかのぼって保険料を納めたことを聞いた時期は定かではないが、

長女が小学校２、３年生くらいのころだったように思う。申立期間につ

いて、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、その夫から国民年金保険料をさかのぼって納めた話を聞いた

とする時期には第２回特例納付が実施されていること、及び申立期間に

ついて、申立人は記録上強制加入被保険者として取り扱われていること

から、申立期間について特例納付を行うことは可能であった。 

   また、第２回特例納付で申立期間の国民年金保険料を納付した場合の保

険料額は 10 万 8,000 円であり、まとめて９万から 10 万円くらいを納め

たとする申立内容とおおむね一致している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

   しかしながら、申立期間のうち、昭和 37 年９月から 38 年２月までにつ

いては、申立人は厚生年金保険被保険者であり、国民年金被保険者となり

得る期間でないことが明らかであることから、年金記録の訂正を行うこと

はできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3286 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成２年４月から４年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から４年３月まで 

    私は、短大を卒業した後はＡとして勤務し、自ら国民年金の加入手続

をして申立期間の国民年金保険料をまとめてＢ銀行（現在は、Ｃ銀行）

Ｄ支店から納付した記憶がある。申立期間が未納となっていることに納

得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をまとめて納付した記憶があると

しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された後の平成

４年５月 28 日に同年４月から同年９月までの国民年金保険料をまとめて

納付しており、当該時点で２年４月から４年３月までの保険料は過年度納

付することが可能である上、申立人は、まとめて納付した保険料の金額を

約 20 万円と主張しており、平成３年度の過年度納付保険料は 10 万 8,000

円（9,000 円×12 月）、２年度の過年度納付保険料は 10 万 800 円（8,400

円×12 月）で合計すると申立期間の保険料は 20 万 8,800 円となり、申立

人が主張する金額におおむね一致することから、申立人の主張に信 憑
ぴょう

性

が認められる。 

   また、申立人の国民年金保険料について、申立期間以外に未納は無い。 

   しかし、申立期間のうち、平成元年４月から２年３月までの期間の国民

年金保険料については、国民年金手帳記号番号が払い出された後に４年４

月から同年９月までの保険料をまとめて納付した同年５月 28 日時点では

時効により納付できない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年４月から４年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。   



                      

  

埼玉国民年金 事案 3288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年２月及び同年３月 

私が 20 歳になった昭和 45 年＊月ころ母がＡ区役所Ｂ出張所で国民年

金の加入手続をしてくれ、保険料は出張所、郵便局、銀行などで私が就

職した後の 48 年 12 月まで納付してくれていた。 

納付したはずの２か月分が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 45 年＊月ころその母がＡ区役所Ｂ出張所

で国民年金の加入手続をし、保険料も母が郵便局や銀行で納付してくれて

いたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は前後の記号

番号払出状況から 46 年２月ころに払い出されたと推認でき、この時点に

おいて申立期間は過年度納付が可能な期間である。 

また、申立期間当時一緒に国民年金保険料を納付したとする申立人の父

母は共に納付済みであり、２か月と短期間である申立期間の保険料を納付

できなかったとする特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3289 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 37 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 61 年４月から平成元年３月まで 

    Ａ市（現在は、Ｂ市）に転入した昭和 61 年ころに、転入手続をした

窓口で義務だからと言われ、国民年金の加入手続を自身でした。そのと

きに２年分さかのぼって保険料を払えると言われたが、そんなにお金を

用意していなかったので、その年の３月分までを納付した。その後２年

は、前の年に毎月年金のためにお金を貯めておき、４月に市役所で年払

いした。大病した後の平成元年度からは、収入が無くなったため納付し

ていない。申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年ころにＡ市に転入したときに国民年金の加入手続

をし、その後２年間は年払いで国民年金保険料を市役所で納付したとして

いるところ、申立期間当時、Ａ市では市役所窓口で保険料を収納していた

としており、申立人が納付したとする保険料も申立期間の保険料額とおお

むね一致する。 

また、申立人は、年金の支払のために毎月貯金しておいたとしていると

ころ、申立人から提出のあった当時のメモに、申述を裏付ける記載が確認

できることから、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 35 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 57 年３月 

    私は、昭和 57 年３月ころ国民健康保険に加入するためＡ町役場（現

在は、Ｂ市役所Ｃ支所）で手続したところ、役場から「保険証がほしけ

れば国民健康保険料と国民年金保険料の未納分を全納しなさい。」と言

われ、役場から示された金額を同年３月から次の会社へ就職するまでの

間、間違いなく納付したはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民健康保険料と国民年金保険料について、役場

から示された金額を昭和 57 年３月から間違いなく納付したはずであると

主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年７月ころ払

い出されていると推認でき、これからすると申立期間は過年度納付が可能

な期間である上、申立人が１か月と短期間である申立期間の国民年金保険

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   また、国民年金被保険者台帳（旧台帳）の記録では、昭和 58 年３月の

国民年金保険料を厚生年金保険との重複により、全額還付された記録とな

っているが、当該還付は申立期間に充当可能であり、申立期間に充当せず

還付が行われているということは、申立期間は当時納付済みであった可能

性が考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3301 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年６月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年６月から同年８月まで 

平成９年６月に会社を退職し、申立期間中は就職活動中だったが、同

年７月に就職が決まり、同年８月にそれまで未納としていた国民年金の

保険料３か月分をまとめてＡ町役場（現在は、Ｂ市役所Ｃ支所）の窓口

で納付した。私の９年当時のメモ帳の８月５日の欄にも国民年金保険料

額と国民年金保険料納入済みの記載があるし、自分で国民年金保険料を

納付したのは申立期間だけなので、納付した記憶は、はっきりと残って

いるため、申立期間が国民年金に未加入となっていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、平成９年当時のメモ帳

に申立期間当時の保険料額と国民年金保険料納入済みの記載があるとして

いるところ、申立人が提出した当時のメモ帳の９年８月５日の欄に、申立

期間当時の保険料額と一致する保険料額が記載されていることから、その

内容に不自然さはみられない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは平成３年５月ころであ

り、申立期間に被保険者資格変更手続を行えば、申立期間の国民年金保険

料の納付が可能である。 

さらに、申立人の所持する年金手帳の国民年金の記録欄に申立期間の日

付が無いが、Ａ町役場によると、申立期間当時、国民年金被保険者資格変

更手続の際に、職員は年金手帳の国民年金の記録欄の記入をしていなかっ

たとしており、申立人の申立期間当時に国民年金被保険者資格取得の手続



                      

  

を行った可能性を否定できない。 

加えて、申立人が、３か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3306 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月から同年３月まで 

国民年金については、母親が加入手続や保険料の納付をしてくれたは

ずであり、申立期間が未納となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立人の母親が申立人及びその姉の国民年金の加入手続や保

険料の納付を行ったはずであるとしているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は昭和 44 年７月１日に払い出されており、払出日からすると申

立期間は納付可能であるとともに、一緒に納付したとする申立人の姉の納

付記録も納付済みとなっている。  

また、申立人の国民年金保険料は、納付記録によると申立期間直後の昭

和 44 年４月から納付済みとなっており、申立人が３か月と短期間である

申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3307 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年４月及び同年６月から同年 12 月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年２月 

             ② 平成３年４月 

③ 平成３年６月から同年 12 月まで  

申立期間の国民年金については、社会保険事務所（当時）の集金人の

方から保険料の未払分の請求があったので、一括で納付した記憶がある。

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③については、国民年金手帳記号番号払出日からする

と納付可能であり、その前後の期間が納付済みとなっている上、申立期

間②は１か月、申立期間③は７か月と短期間である当該期間を納付でき

なかった特段の事情は見当たらない。 

     

２ 一方、申立期間①については、申立人は当時学生であり、任意加入期

間となるが、申立人が任意加入したのは平成２年３月 14 日であるため、

申立期間①は制度上保険料を納付することはできない。 

また、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成３年４月及び同年６月から同年 12 月までの期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。   



                      

  

埼玉国民年金 事案 3310 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 41 年３月までの期間及

び平成４年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年３月から 41 年３月まで 

             ② 平成４年３月 

    申立期間①について、私はＡ校を卒業し、結婚するまでの間、Ｂ区に

ある医院でＣの仕事をしていた。勤務先の医師は遠い親戚に当たり、医

師から国民年金に加入するように勧められ、医師自らが、国民年金の加

入手続を行い保険料を納付してくれた。勤務先の医院に集金人が来てい

たことや、医師が医師会の帰りに納付してくると言ったことなどを覚え

ている。勤務先の医師は、私を実の娘のように可愛がってくれていたの

で、保険料を未納のままにしておくとは考えられない。申立期間の保険

料が未納となっていることに納得できない。 

    申立期間②について、Ｄ銀行（現在は、Ｅ銀行）等で保険料を納付し

ていたので、申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ校を卒業後勤務していた医院の医

師から国民年金の加入を勧められ、医師自らが、加入手続を行い保険料

を納付していたとしているところ、申立人は、勤務先の医院に国民年金

保険料の集金人が来ていたことや年金手帳の色及び医師と国民年金の加

入について話し合ったことなどを覚えており、申立内容には、信 憑
ぴょう

性

が認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の国民年金手帳記号

番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 41 年６月ころＢ区で払

い出されたことが推認でき、その時点では、申立期間のうち 39 年４月



                      

  

から 41 年３月までの期間は、保険料の過年度納付が可能な期間である。 

さらに、申立人は、申立期間以外に未納は無く、国民年金に任意で加

入し保険料を納付しており、保険料の追納、種別変更手続も適切に行っ

ていることから、保険料の納付意識は高いと認められる。 

     

２ 申立期間②について、申立人は、国民年金保険料をＤ銀行等で納付し

ていたとしているところ、払出日からすると納付可能な期間である上、

申立人が１か月と短期間である保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 

 

３ 一方、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の国民年金手帳記号

番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 41 年６月ころＢ区で払

い出されたことが推認でき、その時点では、申立期間①のうち、39 年

３月は、時効により保険料を納付できない期間である。 

また、申立人が、申立期間①のうち、昭和 39 年３月について、国民

年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

  

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 39 年４月から 41 年３月までの期間及び平成４年３月の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3437 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43 年５月１日から 46 年２月 21 日まで 

    平成７年の春に年金受給手続のためＡ社会保険事務所（当時）を訪れ

た際に、担当者に「あなたの厚生年金保険分は既に脱退手当金が支払

われているので、その分の受給権は無い。」と言われた。脱退手当金

が支払われたその期間は、夫が事業主であったＢ所に勤務しており、

Ｃの仕事をしていた。厚生年金保険は「Ｄ会」に加入しており、また、

国民年金にも加入していたので、当然、通算されるものと思っていた

のでびっくりした。その後、夫とは協議離婚をしたが、脱退手当金を

受け取った記憶が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理において厚生年金保険被保

険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされていたが、

申立人が所持している厚生年金保険被保険者証にはその表示が無い。 

   また、脱退手当金を請求する際に提出を求められる厚生年金保険被保険

者証について、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿に再交付の記載

が無く、当該厚生年金保険被保険者証は、初めに交付されたものと考えら

れ、かつ、脱退手当金の請求に際しては提出されていないものと認められ

る。 

さらに、申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から国民年

金に加入し、脱退手当金の支給日の前後の４か月を除き、途切れることな

く 60 歳まで国民年金保険料をすべて納付しており、年金に対する関心は



                      

  

高く、申立人が脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3442 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日に

係る記録を平成４年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る

記録を 18 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    株式会社Ａに平成４年７月１日に入社し、同年９月 30 日に退職した。

給与の支給明細書では同年９月の厚生年金保険料が引かれているが、同

年９月が厚生年金保険に未加入になっている。申立期間を厚生年金保険

加入期間として認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   給与の支給明細書及び雇用保険の被保険者記録により、申立人が株式会

社Ａに平成４年９月 30 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与の支給明細書において

確認できる保険料控除額から、18 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所は既に破産しており、元事業主は、保険料を控除していれば、

納付したはずであると主張しているが、事業主が資格喪失日を平成４年

10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを

同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日

を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年９月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3445 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間のうち、平成８年 11 月１日から９年７月１日までの期間及び

同年 11 月１日から 10 年 10 月１日までの期間については、事業主が社会

保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報

酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を８年 11 月から９年６月までの期間は 24 万円、９年 11 月から 10 年９

月までの期間は 28 万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 10 年 10 月１日から 12 年８月５日までの

期間については、申立人は、その主張する標準報酬月額（28 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる

ことから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 28 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年 11 月１日から９年７月１日まで                          

② 平成９年 11 月１日から 12 年８月５日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間は支給された給与額

よりオンライン記録の標準報酬月額が低いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の平成８年 11 月から９年６月までの期

間に係る標準報酬月額は、当初申立人が主張する 24 万円と記録されて

いたところ、10 年６月 23 日付けで、９年７月の随時改定及び同年 10

月の定時決定を取り消した上で８年 11 月にさかのぼって 11 万 8,000 円

に引き下げられていることがオンライン記録において確認できる。 

    また、申立期間②のうち、申立人の平成９年 11 月から 10 年９月まで



                      

  

の期間に係る標準報酬月額は、当初申立人が主張する 28 万円と記録さ

れていたところ、10 年６月 24 日付けで、９年 11 月１日にさかのぼっ

て 13 万 4,000 円に訂正されていることが確認できる。 

    しかしながら、申立人は、当該期間において減給されたこともないと

しており、オンライン記録では、申立人と同時期に入社した 13 人の同

僚も同様に平成 10 年６月 23 日及び同年同月 24 日付けで、標準報酬月

額を遡及
そきゅう

訂正する処理が行われている。 

    さらに、株式会社Ａに係る滞納処分票から、同社は平成９年 11 月か

ら 10 年５月までの厚生年金保険料について滞納していたことが確認で

きる。 

    これらを総合的に判断すると、平成 10 年６月 23 日及び同年同月 24

日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正は事実に即したものとは考え難く、社会保険

事務所が行った当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録処

理があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、８年 11 月から９年

６月までの期間については 24 万円、９年 11 月から 10 年９月までの期

間については、28 万円に訂正することが必要と認められる。 

なお、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の標準報酬月額については、

次期の定時決定（平成 10 年 10 月１日）で 12 万 6,000 円と記録されて

いるところ、当該処理については社会保険事務所が事実に即さない届出

であると認識していたとはうかがえず、不合理な処理であったとは言え

ない。 

 

  ２ 申立期間②のうち、平成 10 年 10 月から 12 年７月までの標準報酬月

額については、オンライン記録では 10 年 10 月から 11 年９月までは 12

万 6,000 円、同年 10 月から 12 年７月までは 13 万 4,000 円と記録され

ている。  

    しかしながら、申立人は、平成 10 年４月からＢ職へ昇格したので、

当該期間に減給はされていないとしており、株式会社Ａの社会保険事務

の担当役員も申立人の給与を減額していないとしているが、オンライン

記録上の標準報酬月額は、申立人がＣ職であった９年 10 月の記録（28

万円）と比べ明らかに低額である。 

    また、当該期間に係る厚生年金保険料が控除されていたかについては、

これを確認できる資料は無いが、申立人と同様に平成 10 年６月 23 日及

び同年同月 24 日付けで標準報酬月額を半額に遡及
そきゅう

訂正され、その後の

定時決定においても、訂正処理後の標準報酬月額以下の標準報酬月額が



                      

  

記録されている同僚については、その保管する給与明細書（９年 10 月

から 11 年２月までの間の７か月分）により、遡及
そきゅう

訂正後も訂正処理前

の標準報酬月額（９年 10 月の定時決定時の標準報酬月額）に基づく厚

生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立人も９

年 10 月の定時決定時の標準報酬月額（28 万円）に相当する保険料が控

除されていたと推認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、平成 10 年 10 月から 12 年

７月までの標準報酬月額については、その主張する標準報酬月額（28

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、当該期間中に２度の定時決定のいずれにお

いても、申立人の標準報酬月額を社会保険事務所が誤って記録したとは

考え難いことから、事業主は社会保険事務所に記録どおりの報酬月額と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、50

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 21 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

    株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 50 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 75 万円、申立期間②は 80 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 23 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 75 万円、18 年５月 17 日は 80 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 40 万円、申立期間②は 43 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 22 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 40 万円、18 年５月 17 日は 43 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、10

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 18 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 10 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 35 万円、申立期間②は 36 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 26 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 35 万円、18 年５月 17 日は 36 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 10 万円、申立期間②は 15 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 18 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 10 万円、18 年５月 17 日は 15 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 35 万円、申立期間②は 37 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 29 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

      株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 35 万円、18 年５月 17 日は 37 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 39 万円、申立期間②は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 31 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 39 万円、18 年５月 17 日は 40 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 30 万円、申立期間②は 31 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 35 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 30 万円、18 年５月 17 日は 31 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 37 万円、申立期間②は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 40 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 37 万円、18 年５月 17 日は 40 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 18 万円、申立期間②は 21 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 29 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 18 万円、18 年５月 17 日は 21 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、32

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 31 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 32 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3462 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、28

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 32 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 28 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期

間①は 30 万円、申立期間②は 25 万円、申立期間③は 29 万円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年５月 20 日 

           ② 平成 17 年 12 月 13 日 

           ③ 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年５月 20 日、同年 12 月 13 日及び 18 年５月

17 日に支給された賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届

出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とならない記録とされてい

るので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年５月 20 日、同年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支

払を受け、17 年５月 20 日は 30 万円、同年 12 月 13 日は 25 万円、及び 18

年５月 17 日は 29 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞



                      

  

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3464 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、70

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 30 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 70 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 27 万円、申立期間②は 29 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 35 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 27 万円、18 年５月 17 日は 29 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 39 万円、申立期間②は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 25 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 39 万円、18 年５月 17 日は 40 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 40 万円、申立期間②は 41 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 27 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 40 万円、18 年５月 17 日は 41 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 38 万円、申立期間②は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 28 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 38 万円、18 年５月 17 日は 40 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3469 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 24 万円、申立期間②は 26 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 24 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 24 万円、18 年５月 17 日は 26 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3470 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 20 万円、申立期間②は 28 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 23 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 20 万円、18 年５月 17 日は 28 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3471 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 21 万円、申立期間②は 29 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 22 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 21 万円、18 年５月 17 日は 29 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3472 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、32

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 28 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 32 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、31

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 30 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 31 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、28

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 50 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 28 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3475 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 28 万円、申立期間②は 29 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 37 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、17 年

12 月 13 日は 28 万円、18 年５月 17 日は 29 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3476 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、８万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 15 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも８万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3477 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、３万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 48 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも３万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3478 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期

間①は５万円、申立期間②は 28 万円、申立期間③は 27 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 14 日 

           ② 平成 17 年 12 月 13 日 

           ③ 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 16 年 12 月 14 日、17 年 12 月 13 日及び 18 年５

月 17 日に支給された賞与について、社会保険事務所（当時）に対する

届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とならない記録とされて

いるので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

16 年 12 月 14 日、17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の

支払を受け、16 年 12 月 14 日は５万円、17 年 12 月 13 日は 28 万円、及び

18 年５月 17 日は 27 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に



                      

  

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａの申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、30

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ：  昭和 33 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 13 日 

           ② 平成 18 年５月 17 日 

  株式会社Ａから平成 17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に支給され

た賞与について、社会保険事務所（当時）に対する届出が遅れたことに

より、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

株式会社Ａから提出された賞与計算結果一覧表等から、申立人は、平成

17 年 12 月 13 日及び 18 年５月 17 日に同社から賞与の支払を受け、いず

れも 30 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に届出を行っている上、納付義務を履行していないことを

認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3487 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日及びＢ株式会社Ｃ本部における資格取得日に係る記録を昭和 47 年３月

31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を２万 4,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月 21 日から 47 年４月１日まで 

    昭和 43 年５月下旬からＤ町所在のＡ株式会社Ｅ工場にパートとして

勤務、その後、事業所はＢ株式会社Ｃ本部、続いてＢ株式会社と名称を

変更したが、61 年２月 28 日まで継続して勤務し、この間、給与から厚

生年金保険料を控除されていたが、申立期間の被保険者記録が空白とな

っているので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ株式会社において昭

和 43 年 11 月１日に厚生年金保険の資格を取得し、46 年 10 月 21 日に資

格を喪失後、Ｂ株式会社Ｃ本部（Ａ株式会社Ｅ工場は、47 年３月 31 日付

けでＢ株式会社Ｃ本部に名称変更）において 47 年４月１日に再度資格を

取得しており、46 年 10 月から 47 年３月までの申立期間の被保険者記録

が無い。 

   しかしながら、事業所の当時の上司及び複数の同僚の供述から、申立人

が申立期間においてＡ株式会社Ｅ工場及びＢ株式会社Ｃ本部に継続して勤

務していたことが推認できる。 

また、当該上司は、「私が所持している当時の記録を見ると、申立人は、

申立期間も含め昭和 43 年５月 30 日から 61 年 2 月 28 日までの間、事業所



                      

  

の名称はＡ株式会社Ｅ工場、Ｂ株式会社Ｃ本部及びＢ株式会社と変わった

が、継続して勤務していたことが確認できる。そして、継続して勤務して

いた厚生年金保険の資格取得者の記録で被保険者期間に空白期間があると

いうことは考えられない。当時の同僚で現在も交流のある複数の同僚に聞

いてみたが、申立人がＡ株式会社Ｅ工場、Ｂ株式会社Ｃ本部及びＢ株式会

社に継続して勤務していたと証言している。また、これら複数の同僚は、

自身の厚生年金保険の被保険者記録に空白期間は無いと証言している。」

と供述している。 

   さらに、当該上司及び申立人が申立期間当時に一緒に勤務していたとす

る同僚６人は、いずれも昭和 47 年３月 31 日にＡ株式会社において資格を

喪失後、同日にＢ株式会社Ｃ本部において資格を取得していることが確認

できる。 

   加えて、Ａ株式会社及びＢ株式会社Ｃ本部に係る被保険者原票照会回答

票では、ほかの複数の同僚についても昭和 47 年３月 31 日にＡ株式会社に

おいて資格を喪失後、同日にＢ株式会社Ｃ本部において資格を取得してい

ることが確認できる。    

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 46 年９月のオンライン記録から、２万 4,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額については、昭和 60 年８月から 61 年

９月までは 32 万円に、平成元年４月から同年９月までは 41 万円に、３年

４月から同年７月までは 44 万円に、４年６月から同年９月までは 47 万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年８月から 61 年９月まで 

② 平成元年４月から同年９月まで 

③ 平成３年４月から同年７月まで 

④ 平成４年６月から同年９月まで 

    ねんきん定期便に記載されている申立期間の厚生年金保険料納付額が、

Ａ株式会社の給与明細書に記載されている厚生年金保険料控除額より少

ないので、調査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間について、申立人から提出されたＡ株式会社の給

与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、申立人が主張す

る標準報酬月額である昭和 60 年８月から 61 年９月までは 32 万円に、平

成元年４月から同年９月までは 41 万円に、３年４月から同年７月までは



                      

  

44 万円に、４年６月から同年９月までは 47 万円に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う

標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が

当該申立期間の全期間にわたり一致していない上、事業主も給与控除額に

見合う標準報酬月額を届け出ていないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

    



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3492 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ工場における

資格取得日に係る記録を昭和 35 年９月 25 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年９月 25 日から同年 10 月５日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録を照会したとこ

ろ、株式会社Ａに勤務した期間のうち昭和 35 年９月に本社から同社Ｂ

工場に転勤した際の申立期間が空白となっていることが判明した。昭

和 37 年３月に本社に異動した際の被保険者記録は継続している。同一

会社内の転勤であるので空白となっていることに納得できない。申立

期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主及び複数の同僚の供述並びに申立人と同日に異動した同僚の被保

険者記録が継続していることから判断すると、申立人は、申立期間におい

て株式会社Ａに継続して勤務し（昭和 35 年９月 25 日に同社本社から同社

Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社ＡのＢ工場に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 35 年 10 月の記録から、１万円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、届出を誤っていたかどうかは分からないとしており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか



                      

  

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3501 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）における資格取得日に係る記録を昭和 29 年４月 25 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 29 年４月 25 日から同年５月１日まで 

    Ａ株式会社に昭和 28 年 10 月から平成２年４月まで継続して勤務して

いたが、社会保険庁（当時）の記録では、昭和 29 年４月 25 日に同社Ｃ

支店で厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年５月１日に同社で取

得となっており、被保険者期間が１か月空白となっている。転勤に伴い

事業所を異動したが継続して勤務しているので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社から提出された申立人の人事記録から判断すると、申立人は、

申立期間にＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 29 年４月 25 日に同社Ｃ支

店から同社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が昭和 29 年５月１

日にＡ株式会社において被保険者資格を取得した際の額が 9,000 円である

ものの、当該標準報酬月額は同日から施行された厚生年金保険法の改正に

より設定された額であり、同年４月における標準報酬月額の最高額が

8,000 円であることから同額とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、このほかに



                      

  

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（後に、Ｂ株式会社）における厚生年金保険被保険

者資格喪失日は昭和 45 年２月 10 日であることが認められることから、厚

生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額は、昭和 44 年２月から同年９月まで

は２万 4,000 円、同年 10 月から 45 年１月までは３万 3,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏 名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和15年生 

住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月１日から 44 年１月 21 日まで 

         ② 昭和 44 年２月 10 日から 45 年２月 10 日まで 

私は、昭和 43 年４月ころから 45 年２月 10 日までＡ株式会社におい

て、最初はパートでその後は正社員の製造員として勤務している。同僚

Ｃや同僚Ｄより前に入社し、後まで勤務した。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では厚生年金保険の加入期間が１

か月しか無い。申立期間は厚生年金保険料も控除されていたと思うので、

この間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、同僚Ｄは、「私は、昭和 44 年の暮れに会社を

退職した。会社の近くに住んでいたが、退職した翌年の節分の後２月

10 日ころに、会社近くで申立人と出会い、申立人から、「今日で退社

する。」との話を聞いた。」としており、同僚Ｃも「自分は 44 年６月

に退社したが申立人は、それ以降も勤務していた。」と証言しているこ

とから判断して、申立人が申立期間②にＡ株式会社に勤務していたこと

が推認できる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）によると、申立人の記録は、資格取得日が

昭和 44 年１月 21 日で資格喪失日が同年２月 10 日になっているものの、



                      

  

喪失処理日の日付が資格喪失日後５年以上後の 49 年８月 15 日と記載さ

れている上、44 年 10 月１日付けの算定処理の定時決定額３万 3,000 円

の記録が認められる。さらに、「資格喪失日 44 年２月 10 日」の文字書

体は 44 年当時の記入文字書体と明らかに異なり、49 年に追記されたも

のと考えられる。これらの記録を前提とすると、申立人が 44 年２月 10

日に資格喪失した旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人の資格喪失日は同僚の供述等か

ら勤務実態が認められる日付から判断して、申立人が主張する昭和 45

年２月 10 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の届出を事業

主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間②の標準報酬月額は、申立人のＡ株式会社に係る被保

険者名簿の記録から、昭和 44 年２月から同年９月までは２万 4,000 円、

同年 10 月から 45 年１月までは３万 3,000 円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間①について、同僚二人の証言により、申立人は、申立期間①

にＡ株式会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、一緒に入社した一人の同僚及び後から入社した一人の

同僚は「入社から正社員になるまでのパート又は試用期間は厚生年金保

険に加入できなかった。その間は自分も加入していない。」と証言して

いる。 

また、申立人に係るＡ株式会社の被保険者名簿の申立期間①に係る記

録には、不自然な処理等の痕跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無く、このほか、申立

人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3507 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が主張する昭和 32 年３月１日に厚生年金保険被保険

者資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行っ

たことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、4,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年３月１日から 32 年３月ころまで 

昭和 29 年９月から 32 年３月まで、Ａ社に勤務したが、31 年３月１

日から 32 年３月までの記録が無い。調べて申立期間の厚生年金保険の

被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚の供述により、申立人が申立期間において、同店に勤務して

いたことがうかがわれる。 

また、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の申立人の「資格喪

失年月日」欄には「32 ３ 31 ３ 1」の記載があり、資格喪失年月日が訂

正されているものの、「備考」欄には「失保離職票により確認す 32.

５.21 返納」の記載があることから、昭和 32 年５月 21 日まで申立人が健

康保険証を所持していたことが推認される上、「標準報酬等級並に適用年

月日」欄には「4,000 31.10」の記載があり、31 年 10 月に定時決定が行

われたことが認められる。これらの記録を前提とすると、申立人が同年３

月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失する旨の届出を事業主が行った

とは考え難い。 

さらに、申立人は、昭和 32 年３月ころまで勤務していたと主張し、健

康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の申立人の「資格喪失年月日」

欄には、訂正されてはいるが「32 ３ 31 ３ 1」の記載があることから判



                      

  

断すると、申立人の資格喪失日は同年３月１日とするのが妥当である。 

これらを総合的に判断すると、昭和 32 年３月１日に厚生年金保険被保

険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったこ

とが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿における当該訂正前の記録から、4,000 円

とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3508 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）Ｃ支社における資格取得日に係る記録を昭和35年５月15日に、資格

喪失日に係る記録を同年12月１日とし、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を１万2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年５月 15 日から同年 12 月１日まで 

    昭和 34 年４月１日にＡ株式会社に入社し、35 年５月に同社Ｄ工場か

ら同社Ｅ工場に異動する辞令を受けた。申立期間は同工場が本格的に

稼働する前の準備期間で、同社Ｆ工場に勤務しながら、同工場で研修

を受けていたが、入社してから平成９年に退社するまで、同社に継続

して勤務しており、厚生年金保険被保険者記録が無いことには納得が

いかないので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び株式会社Ｂから提出された人事記録により、申

立人が昭和34年４月１日に同社に入社し、申立期間においてＡ株式会社に

継続して勤務していたことが認められる。 

一方、申立人は、昭和35年５月にＡ株式会社Ｄ工場から同社Ｅ工場に異

動する辞令を受けたとしているが、適用事業所名簿及びオンライン記録に

より、同工場が厚生年金保険の適用事業所となったのは、同年12月１日で

あることが確認できる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録

によると、昭和35年12月１日に同工場で資格を取得している同僚で、同工

場の前に同社におけるほかの事業所での被保険者記録がある19人のうち、



                      

  

申立人ともう一人を除く17人が、同工場で資格を取得する直前に同社Ｃ支

社で資格を取得していることが確認でき、いずれも厚生年金保険の被保険

者記録に空白は無い上、回答を得ることができた複数の同僚は、新たにＥ

工場で勤務をする者は同工場に赴任する前に、各地にあった同社の工場で

数か月間の研修があったとしており、研修期間を含め、Ｅ工場が本格稼働

するまでの期間に同社Ｃ支社に勤務したことは無かったと供述しているこ

とから、同社において、同社Ｅ工場が厚生年金保険の適用事業所となる前

の期間については、同社Ｃ支社で資格を取得させる取扱いをしていたこと

が推認できる。 

また、これらの同僚のうち二人は、申立人同様、同社Ｄ工場から同社Ｅ

工場に異動しており、雇用形態や勤務形態は申立人と同じであったと供述

している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後に係

るオンライン記録及び申立期間においてＡ株式会社Ｃ支社における厚生年

金保険被保険者資格を取得している同僚の当該期間に係るオンライン記録

から、１万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る同社Ｃ支社における

被保険者資格の取得届や喪失届が提出されたにもかかわらず、いずれの機

会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しないとは考え難

いことから、事業主は、社会保険事務所への資格の得喪等に係る届出を行

っておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3516 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を平成 19 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 17 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年３月 31 日から同年４月１日まで 

申立期間の厚生年金保険料を平成 19 年３月分の給与から控除された

が、年金記録を確認したところ、申立期間の加入記録が無かったため、

申立期間について厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出のあった資料（出退勤管理のタイムカード）、事業主の

供述及び雇用保険被保険者記録の離職日により、申立人が有限会社Ａに平

成 19 年３月 31 日まで勤務していたことが確認できるとともに、事業主か

ら提出のあった賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の同事業所における

平成 19 年２月のオンライン記録から、17 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届により、事業主が平成 19 年３

月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬

月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額の記録を

30 万円に訂正することが必要である。 

申立期間②について、申立人の申立てに係る事業所における資格喪失日

は、昭和 58 年３月６日であると認められることから、当該期間に係る厚

生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 57 年３月から同年

９月までは 30 万円、同年 10 月から 58 年２月までは 24 万円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年８月１日から 57 年３月１日まで 

② 昭和 57 年３月１日から 58 年３月６日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、昭和 56 年８月から 57 年２月までの

標準報酬月額が下げられているとともに、同年３月から 58 年３月６日

までの厚生年金保険の被保険者としての記録が無い。給与明細書にもあ

るように 56 年８月から 57 年９月までの期間の給与は約 30 万円、同年

10 月から 58 年３月までの期間の給与は約 24 万円であり、厚生年金保

険料も控除されている。   

昭和 56 年８月から 57 年２月までの標準報酬月額を給与の額に見合う

ように訂正するとともに、同年３月から 58 年３月までの期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が所持していたＡ株式会社の給与支給

明細書により、申立人は、昭和 56 年８月から 57 年２月までの期間にお

いて、30 万円の標準報酬月額に相当する保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。   

一方、オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における標準報

酬月額は、20 万円と記録されているが、同社に係る健康保険厚生年金



                      

  

保険被保険者名簿においては、当初、申立人の昭和 56 年８月の月額変

更において標準報酬月額が 30 万円と記録されていたところ、当該事業

所が適用事業所に該当しなくなった日（58 年２月 28 日）の後の 58 年

５月６日付けで、56 年８月に遡及
そきゅう

して標準報酬月額を 20 万円に引き下

げているとともに、当該名簿において申立人の前後 130 人のうち 28 人

が申立人と同様、同日付けで 56 年８月又は同年 10 月に遡及
そきゅう

して標準報

酬月額の減額訂正が行われていることが確認でき、社会保険事務所（当

時）において、このような訂正処理を行う合理的理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間①に係る標準報酬月

額について、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期

間①に係る標準報酬月額の記録は、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た記録から、30 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録では申立人について昭和 57

年３月９日に厚生年金保険の被保険者資格の喪失が記録されているが、

申立人が所持していた給与明細書及び退職証明書並びに雇用保険の記録

により、申立人が 58 年３月５日までＡ株式会社に勤務していたことが

確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

は、申立人の昭和 57 年 10 月の定時決定の取消処理及び 57 年３月９日

の厚生年金保険被保険者資格の喪失処理が、同社が適用事業所でなくな

った日（58 年２月 28 日）より後の 58 年５月６日及び同年３月 11 日に

行われているのが確認できるとともに、当該名簿における申立人の前後

130 人の記録では、57 年に被保険者資格の喪失が記録されている 79 人

中、15 人の 57 年 10 月の定時決定等の取消処理及び 31 人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失処理が、同社が適用事業所でなくなった 58 年２

月 28 日以降に行われていることが確認でき、社会保険事務所において、

このような処理を行う合理的理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 57 年３月９日

に資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係

る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、

Ａ株式会社の退職証明書に記載されている 58 年３月５日の翌日の６日

であると認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務

所に当初届け出た記録から、昭和 57 年３月から同年９月までの期間に

ついては 30 万円、57 年 10 月から 58 年２月までの期間については 24

万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3521 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪

失日に係る記録を平成３年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 26 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

私は昭和 62 年５月からＡ株式会社Ｂ支店に勤務していた。平成３年

10 月 21 日に同支店が法人化され、有限会社Ｃが設立。この間、継続勤

務していたにもかかわらず、平成３年 11 月の厚生年金保険記録が空白

になっていた。この期間の厚生年金保険料は控除されていたので、厚生

年金被保険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管しているＡ株式会社に係る給与明細書及び源泉徴収票に

より、申立人が同社から有限会社Ｃ（平成３年 10 月にＡ株式会社Ｂ支店

を法人化）に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、当時の両社の上司による供述及び有限会社Ｃの新規適用日が平

成３年 12 月１日であることから判断すると、異動日は同年 12 月１日と

することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該給与明細書から確認

できる保険料控除から、26 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、資料が残っておらず不明としているが、事業主が資格喪失日

を平成３年 12 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当



                      

  

時）がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る３年 11 月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立期間のうち、平成８

年１月から16年１月までは16万円、同年２月は17万円、同年３月及び同年

４月は18万円、同年５月から同年12月までは16万円、17年１月及び同年２

月は19万円、同年３月及び同年４月は20万円、同年５月から同年７月まで

は19万円、同年８月は20万円、同年９月から18年10月までは19万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月６日から 18 年 11 月１日まで 

有限会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額

が実際の給与額よりも少ない額となっている。給与明細書を提出するの

で、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額及び支給額から判断すると、申立期間のうち平成８

年１月から 16 年１月までは 16 万円、同年２月は 17 万円、同年３月及び

同年４月は 18 万円、同年５月から同年 12 月までは 16 万円、17 年１月及

び同年２月は 19 万円、同年３月及び同年４月は 20 万円、同年５月から同



                      

  

年７月までは 19 万円、同年８月は 20 万円、同年９月から 18 年 10 月まで

は 19 万円に訂正することが必要と認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会

保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が、申立期間の全期間

において一致していないことから、事業主は給与明細書で確認できる報酬

月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報

酬月額に見合う保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ営業所における

資格取得日に係る記録を昭和 33 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を１万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生  年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月１日から同年７月１日まで 

私は、Ｃ地で生まれて中学を卒業した昭和 32 年４月に、同じ町内の

Ｄさんの紹介で地元企業のＡ株式会社本店に入社したが、翌 33 年４月

にＥ地へのあこがれやＥ地に知り合いがいたことから、希望して同社Ｂ

営業所に転勤した。Ａ株式会社の事業主はＦさん、Ｂ営業所の工場長は

Ｇさんだったと記憶している。Ｂ営業所への転勤辞令は、同年４月１日

付けであり、継続して同社に勤務していたのに、記録が３か月間も抜け

ている。その間給料は支払われていたはずだし、保険料も当然に控除さ

れていたはずである。記録を早急に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人とともにＡ株式会社本店から同社Ｂ営業所に転勤になった同

僚から提出された昭和 33 年４月 20 日付けＨの記念写真及び同僚照会

による同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ株式会社Ｂ営業所に

継続して勤務し（同社本店から同社Ｂ営業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

   なお、一緒に異動になった同僚が、「昭和 33 年４月に申立人と二人

でＩ本社からＢ営業所に転勤になった。」と供述し、前述のＨの記念

写真が同年４月 20 日付けであることから、異動日については、同年４

月１日とすることが妥当である。 



                      

  

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 33 年７月のＡ株式

会社Ｂ営業所に係るオンライン記録から、１万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ株式会社Ｂ営業所は、昭和 32 年 10 月１日に厚生年金保険の適

用事業所となったが、その後、35 年８月２日には適用事業所ではなく

なっており、当時、当該事業所の責任者であり、社会保険の手続を行

ったとされる同社取締役も既に他界しており、ほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年 10 月から 59 年８月までの国民年金保険料について

は、免除されていたものと認めることはできず、平成２年２月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日   ： 昭和 38 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ： ① 昭和 58 年 10 月から 59 年８月まで 

             ② 平成２年２月 

    申立期間①については、昭和 58 年 11 月ころＡ町（現在は、Ｂ市）役

場で国民年金加入手続をした際、無職なので保険料が納付できない旨を

役場の職員に話をしたところ、保険料免除制度について説明され、保険

料免除の申請手続をしたと思うので、申立期間①が申請免除とされてい

ないのは納得できない。 

また、申立期間②については、平成２年２月に、当時勤務していた

株式会社Ｃが倒産するので、同社から国民年金に加入するように指示

され、国民年金保険料も納付したと思うので、納付記録が無いことに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、免除申請の手続は１回行ったと思う

としているが、申立人が免除申請をしたとする期間は、昭和 58 年 10 月

から 59 年８月までの２年度にわたっており、Ａ町では当時、毎年度申

請が必要だったとしている。 

また、Ｄ年金事務所では、国民年金手帳記号番号払出簿を申立期間①

について縦覧調査したが、申立人の氏名を確認することはできなかった

とし、日本年金機構Ｅ事務センターでも、申立期間①について国民年金

手帳記号番号払出簿検索システムで検索したが、申立人に国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡は無いとしていることから、国民年金保険

料の免除申請に先立ち必要となる申立人の申立期間①の国民年金への加



 

  

入の事実が確認できない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を免除申請したことを

確認できる関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間①の保険料を免除

申請したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

２ 申立人は、申立期間②の保険料を納付したとする時期、納付場所、納

付方法及び納付金額等についての記憶が明確ではなく、具体的な納付状

況が不明である。 

また、申立人は、平成２年２月に、当時勤務していた株式会社Ｃが倒

産するので、同社から国民年金に加入するように指示されたと思うとし

ているが、同社は既に解散しており、元事業主及び同社の顧問であった

社会保険労務士は、当時のことは覚えていないとしていることから、具

体的な供述を得ることはできない。 

さらに、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間②の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ なお、申立人が当時居住していたＡ町が保管する申立人の国民年金被

保険者名簿には、申立人が申立期間①及び②より後の平成３年８月１日

に国民年金の被保険者資格を取得した旨の記載が確認でき、申立期間①

に係る保険料の申請免除の記載及び申立期間②の保険料納付の記載につ

いても確認することはできない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を免除され、申立期

間②の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3281 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 11 月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 11 月から８年３月まで 

私の母親は、私が 20 歳のときに私の国民年金の加入手続を行い、１

か月分の国民年金保険料を納付し、その後の期間については免除申請を

しているが、当該免除期間については、私の就職前（平成７年）に、約

30 万円の追納保険料を一括納付したと聞いている。申立期間が免除期

間となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親は、申立人の申立期間（申請免除期間）の国民年金保険料

について、申立人の就職試験に弊害が出ないよう、平成７年９月の就職の

１次試験の１か月後にあった２次試験までには追納したいと思い、申立人

の伯母から借りた 30 万円と母親の銀行口座から引き出した金額の中から、

Ａ市役所のＢ課の窓口又は金融機関で追納したと思うとしているところ、

伯母の供述から申立人の母親が申述する時期に金を貸したこと、及び母親

提出の預貯金通帳（写し）の記録から同年 10 月６日及び同年同月９日に

合計 25 万円が引き出されていることが確認できるものの、オンライン記

録によると、上記の母親が自分の銀行口座から２度目に引き出した日付

（７年 10 月９日）と同じ日に母親の４年＊月から７年３月までの免除期

間の保険料（申立人主張の追納保険料額とほぼ一致）が追納されているこ

とが確認できること、及び上記の母親自身の追納保険料と申立人の追納保

険料を合計した金額は上記の申立人の母親が借用したとする金額（30 万

円）と銀行引き出しの金額の合計額と一致しないことから、上記の伯母か



 

  

ら借りた金及び銀行から引き出した金によって申立人の保険料を納付した

とは判断できない。 

なお、Ａ市提出の国民年金被保険者記録票（電子データ）では、申立

期間に係る保険料を追納した記録は無い上、同市では、申立期間当時、

同市のＢ課の窓口では追納保険料を納付することはできなかったとして

いる。 

また、申立期間の国民年金保険料を追納していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付の事実をうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3283 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年７月から４年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年７月から４年 12 月まで 

    平成３年７月に会社を退職する際に、次の仕事が見つかるまでの間も

国民年金保険料を納付した方が良いと先輩から勧められた。国民年金

の加入手続や保険料の納付は、知り合いに頼んであげると言われたよ

うに思う。申立期間について、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付について、そ

の先輩に勧められ、知人に頼んであげると言われたように思うとしてい

るが、申立人はその先輩の連絡先を承知していないことから証言を得る

ことができず、申立人自身は直接関与していないため、加入手続及び保

険料納付の状況が不明である上、申立人が、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   さらに、申立期間は国民年金未加入期間であるため制度上国民年金保険

料を納付することができず、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡もうかがわれない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3285 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年５月から 53 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年５月から 53 年７月まで 

    私は、昭和 45 年ころから国民年金保険料を納付しているのに、国民

年金手帳の「初めて被保険者になった日」が 53 年８月となっていたの

で不思議に思っていたが、ねんきん特別便が来て未納期間があることが

はっきりした。Ａ社会保険事務所（当時）で相談したが、45 年から 53

年までは未納期間であると言われた。国民年金保険料は、Ｂ市役所（現

在は、Ｃ市役所）か同市役所Ｄ支所で納付した記憶があるので、申立期

間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ市役所本所か同市役所Ｄ支所で国民年金保険料を納付した

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が昭和 53 年 11 月 24

日に払い出され、申立人の被保険者資格取得が同年８月３日任意加入とな

っているため、制度上、申立期間の保険料は納付できない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号について、申立人の住所がＣ市か

ら移動していないため、昭和 53 年 11 月 24 日以外に国民年金手帳記号番

号が払い出された事情が見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

   



 

  

埼玉国民年金 事案 3287 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年３月から 62 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年３月から 62 年４月まで 

    私は、ねんきん特別便が来たのでＡ市役所で調べた結果、未納期間が

あることが分かった。国民年金保険料は、私と父が納付したので、申

立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続をしたとしているが、その

父は加入手続の状況を良く覚えておらず、申立人もＡ市から移動していな

いため、国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 63 年１月以外に国民

年金手帳記号番号が払い出された事情が見当たらないことから、当該月こ

ろに加入手続をしたものと推認でき、申立期間後の 62 年 12 月 24 日が被

保険者資格取得日となっており、申立期間は未加入期間となっているため、

申立期間の国民年金保険料は制度上納付できない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

   

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3290 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年３月から７年２月までの期間、８年７月及び同年８月

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

       氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年３月から７年２月まで 

② 平成８年７月及び同年８月 

    申立期間①について、大学生だった平成６年５月ころ自宅を訪れたＡ

社会保険事務所(当時)の職員が母に、20 歳になった私を国民年金に加

入させるよう勧奨したので、母がその場で１か月分の保険料を現金で納

付し、領収書をもらった。その後も母親は集金に訪れたＡ社会保険事務

所職員に数度納付したが、その後の納付方法・納付場所は覚えていない。 

申立期間②について、Ｂ市で勤め始めた平成８年９月ころ、実家に保

険料の納付書が送られてきたのでＣ地の郵便局で納付した。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学生だった平成６年５月ころ自宅を訪れたＡ社会保険事務

所の職員に、20 歳になったので、国民年金に加入するように勧奨された

としているが、Ａ社会保険事務所及びＣ市では、６年当時 20 歳到達者に

自宅訪問による国民年金の加入勧奨を行うことはなかったとしている。 

また、申立期間①については、申立人の国民年金保険料を納付したとす

るその母は、保険料を納付したと主張するのみで、納付した保険料額や納

付方法など保険料納付に関する具体的な申述を得られず、申立期間②につ

いては、申立人は、会社を辞めたとき以降に申立期間②を納付するために

必要である国民年金への切替手続をした記憶は無い上、納付金額を覚えて

いないなど、申立人の保険料納付に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人及びその母は、申立期間①当時に国民年金手帳を交付さ

れた記憶は無いとしている上、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出さ



 

  

れた事情はうかがわれず、申立期間①及び②は国民年金の未加入期間であ

り、保険料を納付できない期間である。 

加えて、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①

及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3291 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 53 年３月まで 

    私は、Ａ市に住んでいたころ、市役所から「これが最後なので、これ

を逃すと年金はもらえません」との案内があったので、市役所で保険

料を納付した。納付した保険料は７、８万円程度であったと記憶して

いる。当時、私にはそんなまとまったお金は無く母親に借金したこと

を鮮明に覚えている。60 歳で裁定請求をした時に初めて特例納付した

この保険料が納付されていないことが分かった。特例納付した時期、

期間、保険料額をはっきり覚えてはいないが、申立期間が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、Ａ市で特例納付し、納付した国民年金保険料額は７、８万円

とするのみで、特例納付を行った時期、納付した期間についての記憶が

曖昧
あいまい

であり、保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人は、国民年金保険料を特例納付した時期を覚えていないが

Ａ市で納付したとしているところ、Ａ市での納付記録は申立期間直後の昭

和 53 年４月からであることから、申立人が特例納付をできるのは第３回

特例納付であったと考えられるが、申立期間を特例納付するために必要な

保険料額は申立人が納付したとする金額と大きく相違する。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を特例納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

特例納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、口頭意見陳述により、申立人が申立期間の国民年金保険料の特

例納付をしたことを裏付ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的に納付を



 

  

裏付ける新しい申述や証拠を得ることはできなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3292 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 63 年３月まで 

    ねんきん特別便で申立期間の国民年金保険料が未納となっていること

が分かった。年金制度発足当時から国民年金に加入し、１年分の保険

料を一括納付してきており、長期間の未納があるはずはない。納税組

合に保険料を納付していたときに、個人情報が流失したことがあり、

妻と相談の上納税組合を脱退し保険料を納付しなくなった時期がある

が、市役所職員と自治会の役員から、今まで納付した期間が無効にな

るとの説得を受け、私が未納であった期間の夫婦二人分の保険料を納

付した記憶がある。申立期間が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、未納であった期間の国民年金保険料をさかのぼって納付した

としているが、納付した時期やさかのぼって納付した期間など保険料納付

に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付

したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳により、申立期間に含

まれる昭和57年度の国民年金保険料について納付勧奨が行われたことが確

認できる上、同市の被保険者名簿に59年５月15日に「申免勧奨」との記載

があることから、この時期申立人の保険料が納付されていなかったことが

うかがわれる。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳により、昭和54年度

及び55年度の国民年金保険料について納付勧奨が行われ、54年度分は昭和



 

  

56年２月に、55年度分は57年７月に過年度納付されていることが確認でき

ることから、このことと混同している可能性も否定できない。 

加えて、口頭意見陳述において、申立期間の国民年金保険料の納付を裏

付ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ること

はできなかった。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3293 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 63 年３月まで 

    ねんきん特別便で申立期間の国民年金保険料が未納となっていること

が分かった。年金制度発足当時から国民年金に加入し、１年分の年金

保険料を一括納付してきており、長期間の未納があるはずはない。納

税組合に保険料を納付していたときに、個人情報が流失したことがあ

り、夫と相談の上納税組合を脱退し保険料を納付しなくなった時期が

あるが、市役所職員と自治会の役員から、今まで納付した期間が無効

になるとの説得を受け、私の夫は、未納であった期間の夫婦二人分の

保険料を納付した記憶があると述べている。申立期間が未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が未納であった申立期間の国民年金保険料をさかのぼ

って納付したとしているが、夫は納付した時期やさかのぼって納付した期

間など保険料納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人が、申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

また、特殊台帳により昭和57年度の国民年金保険料について納付勧奨が

行われたことが確認できる上、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、昭和

56年２月及び59年６月に国民年金保険料の免除申請の勧奨が行われている

ことが確認できることから、この時期、申立人の保険料が納付されていな

かったことがうかがわれる。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳によると、昭和54年



 

  

度及び55年度の国民年金保険料は各年度一括して過年度納付されているこ

と、昭和55年、56年及び57年に納付勧奨が行われていることが確認できる

ことから、申立人は、このことと混同している可能性も否定できない。 

加えて、口頭意見陳述において、申立期間の国民年金保険料の納付を裏

付ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ること

はできなかった。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3294 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年 12 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年 12 月から 61 年３月まで 

    私はＡ市にいた昭和 56 年ころ、近所の友人から勧められて国民年金

に任意加入した。その後夫の転勤によりＢ市に転居して、Ｂ市役所Ｃ

分室で引っ越しに伴う諸手続を行い、その時に国民年金の手続もした

記憶がある。保険料は３か月ごとか半年ごとか覚えていないがＣ分室

で納付した。２年半後再び転勤でＡ市に戻ってきたが、Ｂ市在住時の

申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ市Ｃ分室で国民年金被保険者資格の再取得手続を行い、国

民年金保険料を納付したとしているが、Ｂ市は申立期間当時Ｃ分室では保

険料の収納業務は行っていなかったとしており、申立人の主張と符合しな

いなど、資格再取得手続や保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人が昭和58年11月２日に国民年金被保険者資格を喪失し、61

年４月に第３号被保険者の資格を取得していることが、申立人が所持する

年金手帳により確認できることから、申立期間は国民年金未加入期間であ

り保険料を納付できず、申立人がＢ市で被保険者資格を再取得した事情も

うかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3295（事案 2448 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 40 年９月まで 

    Ａ町に住んでいた昭和 36 年４月ころ、近所の人に国民年金の加入を

勧められ、夫がＡ町役場で加入手続をして、その後は、36 年４月から

40 年３月まではＡ町の集金人に納付しており、40 年４月から同年９月

まではＢ町の集金人に納付していたはずである。申立期間の国民年金

保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ町に住んでいた昭和 36 年４月ころ、近所の人に国民年金

の加入を勧められ、申立人の夫がＡ町役場で加入手続をして、その後は、

36 年４月から 40 年３月まではＡ町の集金人に納付しており、40 年４月

から同年９月まではＢ町の集金人に納付していたはずであるとしている

が、申立人の国民年金への加入は 40 年 10 月に任意加入したことにより

開始されており、申立期間は任意加入期間であるためさかのぼって納付

することはできない期間となっている上、申立期間の保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらないとして、既に当委

員会の決定に基づく平成 21 年 11 月４日付け年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

申立人は、保険料納付を示す資料として新たに当時の集金人の名前を

提出したが、当該集金人は既に他界しているため証言が得られず、保険

料の納付状況が不明であり、これは委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3296 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 12 月から 60 年 10 月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年 12 月から 60 年 10 月まで 

会社を辞めた昭和 48 年 11 月ころ、Ａ市役所で国民年金の加入手続を

して、国民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納

となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を辞めた昭和 48 年 11 月ころ、Ａ市役所で国民年金の加

入手続をして、国民年金保険料を納付したはずであるとしているが、申立

人の国民年金手帳記号番号は 60 年 11 月ころに払い出されており、その時

点では、申立期間のうち 48 年 12 月から 58 年９月までの期間は時効によ

り納付できない期間であり、申立期間のうち 58 年 10 月から 60 年 10 月ま

での期間はさかのぼって納付する期間となるが、申立人からさかのぼって

納付したなどの具体的な申述はみられないなど、申立期間の納付状況が不

明である。 

また、申立人は、申立期間の保険料の納付方法や納付金額等の記憶は

曖昧
あ い ま い

である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 11 月から 60 年 12 月までの国民年金保険料について 

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 57 年 11 月から 60 年 12 月まで 

当時勤めていた会社を昭和 57 年 11 月に退職したので、国民年金の加

入手続をして、その後は国民年金保険料を納付していたはずである。申

立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当時勤めていた会社を昭和 57 年 11 月に退職したので、国民

年金の加入手続をして、その後は国民年金保険料を納付していたはずであ

るとしているが、申立期間前の 55 年６月に申立人が厚生年金保険に加入

した時点で、その夫は国民年金に任意加入し、申立期間後の 61 年３月ま

で引き続き任意加入していることから、申立人が申立期間中に国民年金の

第１号被保険者資格の切替手続をしていなかったと推測できる。 

また、申立人が厚生年金保険から国民年金への切替手続をした場所はＡ

市役所Ｂ所（正式にはＡ市役所Ｃ所。）であるとしているが、Ａ市役所Ｃ

所は、申立期間後の平成２年ころに証明書類の発行のみを行うため設立さ

れたものであることから、申立人の記憶と相違している。 

さらに、申立人は、申立期間中、住所の移動が無く、別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も見られない上、申立期間の保険料を納付し

たことを確認できる関連資料（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3298 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月及び 12 年２月から同年３月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 平成８年４月 

             ② 平成 12 年２月から同年３月まで 

申立期間①については、Ａ区からＢ市に転居した時に、厚生年金保険

から国民年金への切替手続をして、Ｂ市役所又はＣ銀行Ｄ支店等で国民

年金保険料を納付したはずであり、申立期間②についても厚生年金保険

から国民年金への切替手続をしてＢ市役所又はＣ銀行Ｄ支店等で国民年

金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ区からＢ市に転居した時に、厚生

年金保険から国民年金への切替手続をして、Ｂ市役所又はＣ銀行Ｄ支店

等で国民年金保険料を納付したはずであるとしているが、申立期間①が

国民年金被保険者期間と確認されたのは、平成 12 年６月８日であり、

それまでは厚生年金保険被保険者期間と認識されており、その時点では、

申立期間①の国民年金保険料は時効により納付できない。 

また、申立期間①は基礎年金番号導入前の期間であり、申立期間①の

国民年金保険料を納付するためには、国民年金手帳記号番号が必要とな

るが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｅ院を退職後厚生年金保険から国民

年金への切替手続をしてＢ市役所又はＣ銀行Ｄ支店等で国民年金保険料

を納付したはずであるとしているが、Ｆ社会保険事務所（当時）では平



 

  

成 12 年４月 24 日に申立人の申立期間の国民年金への「加入勧奨一覧

表」を作成し、Ｂ市役所に交付しており、その時点で国民年金の切替手

続を行っていなかったことがうかがえる。 

また、申立人は、申立期間①と②の国民年金への加入手続について明

確な区別が無いと申述しており、申立期間②の国民年金保険料の納付方

法や周辺事情の記憶が曖昧
あ い ま い

である。 

 

３ 申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3300 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月及び同年３月の国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月及び同年３月 

「ねんきん特別便」が来て申立期間が未納とされていることを知った。

両親に確認したところ、申立期間当時、私は短大生で、父が父自身の収

入金額により免除申請をしてくれているので、私は年金保険料を納付し

ていなくても大丈夫なはずだと言われた。申立期間は申請免除となって

いるはずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人の父親が免除申

請していたはずであると主張しているが、その父親は高齢のため具体的な

証言が得られず、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の免除申請手続

に関与していないため、国民年金の加入状況及び免除申請の状況が不明で

ある。 

また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見られない。 

さらに、申立人が、申立期間について免除の承認を受けたこと、及び免

除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3302 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 11 月から 51 年８月までの期間、53 年２月から 56

年５月までの期間及び 57 年 12 月から 60 年８月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年 11 月から 51 年８月まで 

             ② 昭和 53 年２月から 56 年５月まで 

             ③ 昭和 57 年 12 月から 60 年８月まで 

        私は、勤務先の会社を退職した際には、すぐに国民健康保険と国民年

金に加入していた。国民年金の加入手続については、区役所から国民年

金加入についての通知が自宅に届き、それを返送して加入手続を行った

ことや、区役所又はその出張所で国民健康保険と一緒に国民年金の加入

手続をしたような記憶がある。国民年金保険料の納付については加入後

に届いた納付書を用いて納付したことや、加入手続時に国民健康保険税

と一緒に国民年金保険料を納付したような記憶がある。私が独身であっ

た申立期間①、②及び③について、保険料が未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した際にはすぐに国民健康保険と国民年金の加入

手続を行っていたと申述しているが、申立期間①、②及び③の国民年金加

入手続時の状況について申立人の記憶は曖昧
あいまい

であり、国民年金保険料の納

付方法及び保険料額についての具体的な記憶が無く、申立人の各申立期間

における国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立期間は国民年金未加入期間となっている上、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書



 

  

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3303 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年３月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成７年３月から同年９月まで     

    会社を退職して健康保険証が必要になり、退職後２、３か月してＡ社

会保険事務所（当時）に行き、その窓口で健康保険証を取得するにはま

とめて１年分払わないといけないことと、年金も一緒に加入しないとい

けないと言われ、平成７年度分の健康保険料 27 万 5,520 円と国民年金

保険料を年払いし、両方合わせて 50 万円弱を一括で納めたのに記録が

無いことに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、Ａ社会保険事務所の窓

口で健康保険の保険料と合わせて50万円弱を一括で納め、その内訳は健康

保険の保険料として27万5,520円、国民年金の保険料は残りの金額（20万

円ぐらい）であったとしているが、申立期間当時の国民年金保険料額とは

大きく異なり、また、健康保険の加入記録は、平成７年３月12日に取得し

同年４月11日に喪失しており、健康保険の保険料を１年間納付したとは考

えられず、申立人の申述は不自然である。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険被保険者記号番号が付番さ

れており、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない上、申立人も現在所持している年金手帳以外に交付された記憶も無い

と申述しており、申立人の国民年金被保険者資格取得日は申立人の所持す

る年金手帳から平成15年11月１日であると確認できることから、申立期間

は未加入期間であり制度上保険料は納付できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（預貯金通帳、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと



 

  

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述においては、申立期間の国民年金加入

手続及び国民年金保険料の納付を裏付ける事情を酌み取ろうとしたが、具

体的な新しい証言や証拠を得ることはできなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3304（事案 1261 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの期間、50 年 10 月から 51 年

９月までの期間、52 年 10 月から 53 年３月までの期間、55 年４月から 58

年３月までの期間及び 59 年４月から 63 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

   

２  申立内容の要旨 

           申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月から同年３月まで 

② 昭和 50 年 10 月から 51 年９月まで 

③ 昭和 52 年 10 月から 53 年３月まで 

④ 昭和 55 年４月から 58 年３月まで 

⑤ 昭和 59 年４月から 63 年３月まで 

    国民年金保険料の納付記録を確認したところ、昭和 50 年１月から 63

年３月までの間に、３か月から４年間の都合５回の未納期間があると

の回答があった。 

しかし、昭和 48 年から夫婦でＡ業を営んでいたが、事業は順調で保

険料の納付に支障は無かった。自分又は妻がＢ市役所本庁舎又は同市

Ｃ支所で、国民健康保険税と同じように国民年金保険料も納付してい

たことは確かである。納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについて、申立人は、年度当初に１年間分の保険

料を一括して納付した記憶があると主張しているが、Ｂ市保管の保険料納

付台帳によると、昭和 53 年度の保険料を昭和 55 年４月 30 日に、54 年度

の保険料は 55 年５月１日にそれぞれ一括納付により納付期限間際に納付

しており、記憶とは異なっている。また、申立期間は５回に及び、申立期

間①から③までの期間と申立期間④と⑤の期間は近接しており、これだけ

の回数の事務処理を行政が続けて誤ることも考えにくいなどとして、既に

当委員会の決定に基づく平成 20 年 12 月 16 日付け年金記録の訂正は必要



 

  

でないとする通知が行われている。 

   申立人は、こんなに長く途切れて払わなかったことはなく、Ｂ市役所本

庁舎又はＣ支所で健康保険料その他と一緒に納付していたと主張し、その

裏付け資料として、保険料納付記録欄に「○済 」の押印のある国民年金保

険料払込通知書（昭和 46 年版）を提出してきたが、これは既に国民年金

保険料の納付記録がある期間に係るものであり、委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3305 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年３月から同年７月までの期間、11 年１月から同年２

月までの期間及び 14 年９月から 15 年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

     住    所   ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年３月から同年７月まで 

② 平成 11 年１月から同年２月まで 

③ 平成 14 年９月から 15 年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続をした記憶が無いが、納付書が届いたので、

平成４年 10 月の婚姻後の保険料は元妻が、また、離婚後は私が自宅近

くの銀行に保険料を納付した。申立期間の保険料が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続をした記憶が無いが、納付書が届いたの

で、保険料は平成４年 10 月の婚姻後は元妻が、また、離婚後は申立人が

自宅近くの銀行に納付したとしているが、申立人の申立期間①及び②は、

14 年４月に得喪記録が追加されたことにより生じた未納期間であり、追

加以前は未加入期間であったと推認される。このことから、申立期間①及

び②については、当該期間当時は制度上保険料を納付することはできず、

かつ、記録が追加された時点では時効により保険料を納付できない期間で

ある。 

また、申立期間③については、平成 14 年３月に申立人が国民年金被保

険者資格を取得したことが確認できるが、申立人は、被保険者資格の取得

時期及び申立期間③前後の国民年金保険料納付の記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ない。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の保険料を納付したことを示す



 

  

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3308 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年９月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月から平成３年３月まで 

私は申立期間当時学生であったが、20 歳になったのを契機に母親に

頼みＡ区役所で国民年金加入手続を行った。保険料は母が主にＢ郵便局

で納付していたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になったのを契機に申立人の母に頼み、Ａ区役所で国

民年金加入手続を行い、保険料はその母が主にＣ郵便局で納付していたと

しているが、申立人自身は申立期間の国民年金の加入手続、保険料納付に

直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付をしてくれたとする申立

人の母も申立期間の加入手続及び保険料納付についての記憶は曖昧
あいまい

であり、

国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は平成４年５月ころにＡ区で払い

出されており、申立期間当時は未加入期間で制度上保険料を納付できない

期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらな

い。 

さらに、申立人の国民年金加入手続は国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた平成４年５月ころに行われたと考えられ、学生であった申立人は、申

立期間においては制度上任意加入被保険者となることから、さかのぼって

国民年金加入及び保険料納付をすることはできなかったと推認される。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3309 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年８月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月から 54 年３月まで 

    私はＡ大学に通学するため、Ｂ市(現在は、Ｃ市）の自宅からＤ市(現

在は、Ｅ市)のＦ氏宅に下宿していた。20 歳になったころ、母が「国民

年金保険料を払うのは親の義務だから」と言いＢ市役所（現在は、Ｃ市

役所）において、母が私の国民年金の加入手続をしてくれ、保険料を同

市役所又はＧ社会保険事務所（当時）において納付してくれた。Ｂ市の

実家に保存されていた年金に関わる書類などは、５年前に母が他界した

のを契機に姉がすべて破棄してしまった。戸籍では（ＨのＩは）「Ｊ」

であるので、入力が間違っており、未納となっているとしか考えられず、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になったころに、申立人の母親がＢ市役所に

おいて申立人の国民年金の加入手続をし、納付してくれていたとしている

が、「Ｈ」で氏名検索したところ 175 名の該当者があったものの、この

175 名について、生年月日を昭和 20 年代とし、払出地をＢ市及びＤ市の

払出しで再度検索したが、該当者は存在しないことから、申立人の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡は見られない。 

また、申立人の国民年金の加入手続、保険料の納付を行ったとする申立

人の母親は既に他界しており、申立人自身は国民年金の加入手続、保険料

の納付に関与しておらず、納付状況等は不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3311 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められるものの、当該期間は国民年金の被保険者と

なり得る期間ではないことから、年金記録の訂正を行うことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年３月まで 

平成２年１月末に会社を退職し、同年４月に再就職するまでの間に、

国民年金保険料１年分の納付書が送付されてきた。Ａ市役所又は同市役

所Ｂ所に保険料を納付に行った際、「平成２年１月末に会社を退職して

いるので、同年２月及び同年３月の保険料も同時に納付するように。」

と言われ、申立期間を含む 14 か月分の保険料 11 万円くらいをまとめて

納付した。 

申立期間については、厚生年金保険との重複期間であり、納付した国

民年金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年３月ころに送付されてきた平成２年度の納付書を持

参し、Ａ市役所又は同市役所Ｂ所で申立期間を含む 14 か月分の国民年金

保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

同年２月から同年３月ころに払い出されており、申立期間直前の２年２月

及び同年３月の保険料は現年度納付済みである。 

また、申立人が納付したとする 14 か月分の国民年金保険料額（約 11 万

円）は、実際に申立期間の保険料を納付した場合の保険料額（11 万 4,370

円）とおおむね一致しており、申立期間を含む 14 か月と比較的短期間の

保険料を納付できない特段の事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、平成２年度の国民年金保険料額は、分割納付した場

合は 10 万円強（10 万 800 円）であったが、前納すると割引されて 10 万

円を切る額（９万 8,370 円）だったとしており、その申述は具体的で実際



 

  

に必要な保険料額とも符合する。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。しかしながら、申立人は、

当該期間について、厚生年金保険被保険者であり、国民年金被保険者とな

り得る期間ではないことが明らかであることから、年金記録の訂正を行う

ことはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3438 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

        住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 35 年３月 23 日から 40 年８月５日まで 

    私は育児に専念するために株式会社Ａを退職した。生活面で金銭に困

ることもなかったし、退職時に脱退手当金という制度があることも知

らなかったので脱退手当金は受給していない。申立期間について厚生

年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の

請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給し

た旨の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持している

厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認できることを踏まえると、

申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。  

 また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金が支

給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立

期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 40 年９月９日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3439 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 32 年９月１日から 35 年１月 20 日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

昭和 32 年９月１日から 44 年 12 月 24 日まで有限会社Ａに勤務していた

期間のうち、35 年１月 20 日以前の被保険者記録は無いとの回答であっ

た。しかし、申立期間は同社に間違いなく勤務していたので、被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   有限会社Ａの当時の事業主及び複数の同僚の証言により、期間は特定で

きないものの、申立人が申立期間において同事業所に勤務していたことは

うかがえる。 

   しかしながら、オンライン記録及び有限会社Ａの事業所別被保険者名簿

により、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立人が被保険

者資格を取得した日と同日の昭和 35 年１月 20 日であり、申立期間は、厚

生年金保険の適用事業所になっていないことが確認できる。 

また、有限会社Ａの当時の事業主に照会したところ、「有限会社Ａが

厚生年金保険の適用事業所になったのは、昭和 35 年１月に個人の事業所

から法人の事業所に変更したときからであり、申立期間は、従業員の給

与から厚生年金保険料の控除も行っていなかった。」と供述している上、

同僚の一人は、「自分はこの会社に 28 年７月から勤務していたが、厚生

年金保険の被保険者となったのは、35 年１月に個人から法人の事業所に

なったときからであり、それまでは、給与から厚生年金保険料は控除さ

れていなかったので、申立期間は事業所が適用事業所ではなかったと思

う。」と供述している。 



  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12 月 17 日から５年１月 28 日まで 

    私は、申立期間当時、Ａ地にあったＢの株式会社Ｃに勤務していた。 

申立期間については、厚生年金保険被保険者であったはずだが、日本

年金機構の記録では、同社における勤務期間の被保険者記録が無い。 

調査の上、申立期間は、厚生年金保険の被保険者期間であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、雇用保険の記録から、申立期間より前の平成３年 11 月２日

から４年 10 月 15 日まで株式会社Ｃに勤務していたことが認められる。 
しかしながら、オンライン記録によれば、株式会社Ｃは平成２年４月

１日に厚生年金保険の新規適用事業所になり、その後の同年 10 月 31 日

に適用事業所でなくなっており、申立期間において適用事業所としての

記録が確認できない。 
また、申立人が平成４年 11 月 13 日から５年２月 10 日まで、雇用保

険の基本手当 90 日分を受給した記録が確認でき、申立期間の一部に矛

盾がある。 
さらに、当時の事業主及び同僚は、申立期間当時の保険料控除につい

ては不明としており、申立人が申立期間に被保険者であったこと、及び

保険料を給与から控除されていたことを確認できない上、給与明細書等

の資料も無い。 
このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 40 年２月 11 日から同年９月１日まで 

    昭和 34 年 10 月から株式会社Ａに勤務し、同社倒産後、同社の工場長

親子３人が設立した株式会社Ｂに続けて勤務したが、申立期間の年金記

録が無い。保険料は控除されていたので、年金記録を訂正してもらいた

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述により、申立人が申立期間当時、株式会社Ｂに勤務し

ていたことはうかがえる。 

しかしながら、株式会社Ｂは既に解散し、当時の事業主も死亡している

上、同僚からは会社設立からある程度の期間が経過した後に厚生年金保険

に加入したとの供述があり、ほかの同僚からも、申立期間の申立人の保険

料控除について具体的な供述は得られない。 

また、適用事業所名簿によると、株式会社Ｂが厚生年金保険の適用事業

所となったのは、申立期間の後の昭和 40 年９月１日であり、事業所の事

業所別被保険者名簿によると、株式会社Ａ及び株式会社Ｂに継続して勤務

したとする同僚６人の被保険者資格取得日も申立人と同じ資格取得日（40

年９月１日）であり、ほかの同僚について申立期間に係る被保険者記録が

確認できる者は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3443 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年６月 29 日から 29 年２月 10 日まで 

             ② 昭和 29 年３月 24 日から同年６月 18 日まで 

             ③ 昭和 29 年７月 27 日から 32 年４月 21 日まで 

    申立期間①にはＡ船、申立期間②にはＢ船、申立期間③にはＣ船で働

いていた。各申立期間とも船員手帳を持っており、Ａ船で一緒だった先

輩が年金をもらえると話していた。すべての申立期間において船員保険

に加入していたと認めてほしい。                                         

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人提出の船員手帳の記録により、申立人が

Ａ船に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立期間①当時の船舶所有者（申立人の船員手帳に記

載有り。）の所在が不明で照会できず、Ａ船と同一住所にあるＤ株式会

社では、申立期間①当時の船員保険適用等に関する資料は保管していな

いとしている上、上記船員手帳に記載の船長も所在が判明せず、Ｄ株式

会社に係る船員保険被保険者名簿に記載の被保険者からも、申立人の船

員保険料が事業主により給与から控除されていたことについて供述を得

られない。 

また、オンライン記録では、船員手帳に記載の船舶所有者名は確認で

きず、年金事務所でも、船員手帳に記載の船舶所有者名は船員保険船舶

所有者記号払出簿に見当たらないとしている。 

なお、上記払出簿のＤ株式会社の電話番号欄には、「昭和 24 年５月

６日適用」と記載されている。 

さらに、事業所名簿によると、Ｄ株式会社が厚生年金保険の適用事業



  

所となったのは、申立期間①の後の昭和 34 年 10 月１日である。 

 

  ２ 申立期間②について、上記の船員手帳の記録により、申立人がＢ船に

勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立期間②当時の船舶所有者（上記船員手帳に記載有

り。）の所在が不明で照会できない上、船員手帳に記載の船長も所在が

判明せず、申立人の船員保険料が事業主により給与から控除されていた

ことを確認できない。 

また、オンライン記録では、船員手帳に記載の船舶所有者名は確認で

きず、年金事務所でも、同船舶所有者名は船員保険船舶所有者記号払出

簿に見当たらないとしている。 

    さらに、年金事務所では、事業所名簿に、厚生年金保険の適用事業所

としてＢ船及び船舶所有者名は無いとしている。 

 

３ 申立期間③について、上記の船員手帳の記録により、申立人が、申立

期間③当時（船員手帳の記録によると、昭和 29 年７月 27 日雇入、32

年４月２日雇止。）、Ｃ船に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立期間③当時の船舶所有者（申立人の船員手帳に、

船舶所有者及び船長として記載有り。）の所在が不明で照会できず、Ｃ

船と同一住所にあるＥ株式会社でも、申立期間③当時の船員保険適用等

に関する資料は保管していないとしており、申立人の船員保険料が事業

主により給与から控除されていたことを確認できない。 

また、オンライン記録では、船員手帳に記載の船舶所有者名は確認で

きず、年金事務所でも、船員手帳に記載の船舶所有者名は船員保険船舶

所有者記号払出簿に見当たらないとしている上、同払出簿のＥ株式会社

の記号払出年月日欄には昭和 40 年 11 月 10 日と記載され、オンライン

記録には、Ｅ株式会社が船員保険の適用事業所となったのは 40 年 11 月

１日と記載されており、いずれの日付も申立期間③の後となっている。 

さらに、事業所名簿によると、Ｅ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは、申立期間③の後の平成 12 年９月１日である。 

 

４ 申立人がすべての申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

    なお、申立人に係る船員保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立

人の被保険者記録があるのは、オンライン記録と同じ昭和 32 年６月 27

日（船舶所有者名は、Ｆ）からであり、すべての申立期間についての船

員保険加入記録が無い。 

    このほか、申立人のすべての申立期間における船員保険料の控除につ



  

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3444 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 38 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年８月から 61 年３月まで 

    申立期間は、Ａ市（現在は、Ｂ市）にあったＣ店に販売員として勤務

していた。同店は、Ｄ株式会社の社長が経営しており、同店の事務もＤ

株式会社で行っていたと思う。給与から厚生年金保険料が控除されてい

たと思うので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｃ店は、Ｄ株式会社の社長が経営していたとしており、同社

では、先代の社長がＣ店を個人で経営していたとしていることから、申立

人が同店に勤務していたことはうかがえるものの、Ｄ株式会社では、先代

の社長は既に他界し、申立人の当時の勤務実態を確認できる労働者名簿等

の資料や、当時の保険料控除に係る事実を確認できる関連資料（賃金台帳

等）は無いとしている。 

   また、日本年金機構Ｆ事務センターでは、Ｃ店に係る厚生年金保険の適

用事業所としての記録は無いとしている。 

なお、オンライン記録によれば、Ｄ株式会社が厚生年金保険の適用事

業所になったのは申立期間より後の平成９年３月１日であり、同社は同

年４月 21 日に適用事業所ではなくなっている。 

   さらに、申立人は、同僚の具体的な氏名を記憶しておらず、申立人の勤

務実態及び保険料控除について、同僚に照会することはできなかった。 

   加えて、申立人が当時居住していたＥ町（現在は、Ｆ市）では、申立人

の国民健康保険の資格取得日は昭和 58 年 11 月 30 日、資格喪失日は 61 年

４月２日であるとしていることから、申立人は、申立期間について国民健

康保険に加入していたことが確認できる。 



  

その上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年７月 28 日から同年 12 月 31 日まで 

           ② 昭和 51 年５月９日から同年６月 16 日まで 

    株式会社Ａに昭和 46 年４月１日から同年 12 月 31 日まで勤務し、50

年 11 月 16 日から 51 年 10 月９日までＢ株式会社に勤務したが、申立期

間について厚生年金保険被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、株式会社Ａでは、同社提出の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿（連名式）によると、申立人の資格取得日は昭和 46

年４月１日であり、資格喪失日の記載は無いが、同名簿の備考欄に退職

日と思われる日付が同年７月 28 日と当時の担当者により赤字で記入さ

れていることから、申立人の同社における厚生年金保険の加入期間は同

年４月１日から同年７月 28 日までの期間であったことがうかがえ、上

記被保険者名簿以外に資料は保存されていないとしているほか、同僚か

らも申立人の申立期間①における保険料の事業主による控除について供

述を得られない。 

また、申立人の株式会社Ａに係る雇用保険被保険者記録によると、雇

用保険の被保険者資格取得日は昭和 46 年４月１日、離職日は同年７月

28 日となっており、申立期間の加入記録は見当たらない。 

     

  ２ 申立期間②について、Ｂ株式会社では、同社が保管する「社会保険・

雇用保険加入者リスト」には申立人の氏名は見当たらないことから申立

内容については確認できず、申立期間当時の労働者名簿、賃金台帳等の



  

資料も保存されていないことから申立人の雇用形態及び保険料控除等に

ついては不明としているほか、同僚からも申立人の申立期間②における

保険料の事業主による控除について供述を得られない。 

また、申立人のＢ株式会社に係る雇用保険被保険者記録によると、昭

和 50 年 11 月 16 日から 51 年５月８日までの期間及び同年６月 16 日か

ら同年 10 月８日までの期間の被保険者記録は確認できるものの、申立

期間に申立人の同記録は見当たらない。 

さらに、Ｂ株式会社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は

昭和 51 年５月９日の資格喪失の際に、「健康保険証番号＊」の健康保

険証が社会保険事務所（当時）に返納され、申立人が同社で被保険者資

格を再取得（51 年６月 16 日）した際に「健康保険証番号＊」で新たに

健康保険証が交付されている。 

 

  ３ 申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

された事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3447 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年２月７日から 37年 10月１日まで 

平成 21 年２月ころに、社会保険事務所（当時）にＡ株式会社の厚生

年金保険の記録について調査を依頼したが、昭和 35 年２月から 37 年９

月までの期間の記録は無いという回答だった。最近、古い資料を整理し

ていたら、当時の会社の経歴書が見付かり、その中に自分の名前も載っ

ていた。当時、私には長男がいて、度々医者にかかっていたので、間違

いなく社会保険（厚生年金保険）に加入していたはずである。当時の給

料は、月額１万 5,000 円ぐらいだと思う。会社は、同じ会社名で昭和

37 年にＢ地からＣ地に移転している。調査して当該期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の提出したＡ株式会社に係る経歴書及び同社の法人登記簿謄本に

よると、申立人は、同社設立登記時の昭和 34 年 10 月 16 日から同社取締

役となっており、36 年２月 25 日に取締役に再任されていることが確認で

き、同社の複数の従業員が、申立人の同年３月以降の勤務を供述している

ことから、申立期間について、申立人が同社に勤務していたことが推認で

きる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社が厚

生年金保険の適用事業所となったのは、会社がＣ地に移転した昭和 37 年

７月１日後の同年 10 月１日であり、会社がＤ町にあった 34 年 10 月 16 日

から 37 年７月１日までの期間を含む申立期間中は、厚生年金保険の適用

事業所ではなかったことが確認できる。 

また、登記簿謄本で確認できるＡ株式会社設立当初の社長、申立人と同



  

じ同社取締役二人及び２代目の社長には、同社における申立期間の厚生年

金保険被保険者としての記録は見当たらず、３代目社長の同社における厚

生年金保険被保険者記録は、申立人と同じ昭和 37 年 10 月１日からであり、

同日前の被保険者記録は見当たらない。 

 さらに、申立期間当時の社長は既に亡くなっており、会社設立時に申立

人と同じく取締役であった同僚は、｢会社の社会保険への加入状況及び申

立期間当時の厚生年金保険料の控除については、全く覚えていない。自分

も同社での厚生年金保険の加入記録が全く無いが、短期間だったので、詳

しいことは覚えていない。｣と供述している上、昭和 37 年 10 月１日に同

社で厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員二人は、36 年か

ら勤務していたと供述しているが、37 年 10 月１日より前に厚生年金保険

料を給与から控除されていたかどうかは覚えていないと供述している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  



  

埼玉厚生年金 事案 3448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ： 

 生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

 住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53 年 11 月１日から同年 12 月１日まで               

    株式会社Ａが、Ｂのみを販売する直営店として、Ｃ株式会社を新たに

設立した際に、求人情報を見て応募し、昭和 53 年 11 月１日に入社した。 

保管している昭和 55 年 10 月 30 日付けの「Ｄ書」の就業年月欄には

53 年 11 月１日と記録されているが、社会保険事務所(当時)の調査では、

同年 12 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることにな

っているが、間違いなく勤務していたので、厚生年金保険の資格取得日

を訂正してほしい。 

なお、当時の上司の一人は、昭和 53 年 11 月にＣ株式会社で一緒に勤

務していたが、同月の記録は株式会社Ａで継続しているそうなので、同

社の記録も併せて調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び申立期間当時に勤務していた複数の同僚の供述等か

ら、申立人は、申立期間において、Ｃ株式会社に勤務していたことが認め

られる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録では、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所となったのは昭和 53 年 12 月１日であり、申立期間は適用事

業所ではなかったことが確認できる。 

また、同事業所が適用事業所になる前の昭和 53 年 10 月及び同年 11 月

から勤務していた複数の同僚は、同年 12 月１日より前の期間は、試用期

間であったと思うと供述しており、そのうちの一人は、会社から試用期間

についての説明があったような記憶があると供述している。 

さらに、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給



  

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、事

業主は、当時の資料が保存されていないため、保険料控除については不明

としており、申立人も、厚生年金保険料が給与から控除されていたかどう

かは不明としているが、試用期間があったと供述する複数の同僚は、はっ

きりとした記憶は無いが、給与から厚生年金保険料は引かれていなかった

と思うと供述している。 

加えて、申立期間に、Ｃ株式会社に勤務し、厚生年金保険の記録が存在

する申立人が記憶している元上司は、「当該期間の記録は、Ｃ株式会社で

はなく、株式会社Ａでの記録であり、自らは関連会社である同事業所から

異動してきた」と供述しているところ、株式会社Ａに係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、昭和 53 年 12 月１日に資格を喪失している

ことが確認できる上、同事業所で同年 11 月に資格を取得している被保険

者は４人いるが、申立人の氏名は無く、同名簿の健康保険番号は連番で欠

落は無い上、その４人のうち、連絡が取れた複数の被保険者は、申立人を

知らないと供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3449（事案 1362 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 10 月１日から９年 12 月 22 日まで 

Ａ株式会社における平成２年10月から９年11月までの標準報酬月額が、当

初記録されていた金額から、遡及
そきゅう

して引き下げられていることが判明したので、

年金記録確認第三者委員会に調査の申立てをしたが、被保険者の記録の訂正は

必要が無いと回答された。 

この標準報酬月額引下げの処理に自分は関与していなかったにもかか

わらず、訂正が必要ないと判断されたことは納得できないので、再度調

査をしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

当初の申立てにおいては、申立人が事業主であったＡ株式会社は、オン

ラインの記録では、平成９年12月22日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、申立人の標準報酬月額は同年同日付けで、２年10月から４年

９月までの期間及び６年１月から同年９月までの期間が遡及
そきゅう

訂正されてい

ることが確認できるところ、同社の社会保険の手続については、申立人自

身が処理を行っていたと供述している上、従業員の一人から、８年ごろに、

資金繰りの悪化に伴う給料の遅配があったとの供述があり、社会保険料の

滞納があったことが推認できるため、会社の業務を執行する責任を負って

いる事業主である申立人が、会社の業務としてなされた当該行為について

は責任を負うべきであること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

いて21年８月11日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

一方、申立人は、年金記録確認第三者委員会に調査を申し立てた当初か

ら、これらの標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正には自身は関与していないとしてお



  

り、当初の申立てにおいて遡及
そきゅう

訂正は確認できないとされた平成４年10月

から５年12月までの期間及び６年10月から９年11月までの期間を含めた全

申立期間について、行政側の不適正な事務処理があったのではないかと再

申立てにおいても主張している。 

また、オンラインの記録では、Ａ株式会社における申立人の標準報酬月

額が、申立人の主張するとおり、当初の申立てに係る調査で遡及
そきゅう

訂正は確

認できないとされた期間を含む平成４年３月から５年12月までについて、

53万円から８万円に６年２月１日付けで遡及
そきゅう

して訂正され、さらに、同年

10月から９年11月までについても、６年10月を53万円から９万2,000円に、

同年11月から９年11月までを56万円から９万2,000円に同年12月22日付け

で遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、再申立てに係る調査において申立人は、「申立期間の途

中に、社会保険事務所（当時）の徴収課長から滞納処理のために自身と息

子の記録を訂正するとの申入れがあったので、一度だけ事業主印を渡した

ことがある。」と供述しており、オンラインの記録から、申立人の息子の

Ａ株式会社における平成４年３月以後の標準報酬月額が、申立人と同一の

期間について同一の日付で遡及
そきゅう

訂正されていることが確認できることから、

６年２月１日付けで行われた４年３月から５年12月までの記録の遡及
そきゅう

訂正

については、申立人が関与していたと認められる。 

さらに、平成９年12月22日付けで行われた、上記以外の期間の標準報酬

月額の遡及
そきゅう

訂正について、申立人は、「自身による届出や同意などは、一

切行っていない。」と主張しているが、当時は４人いたＡ株式会社の厚生

年金保険被保険者のうち、申立人及びその息子の二人について当該期間の

遡及
そきゅう

訂正が行われており、同社が適用事業所に該当しなくなったことにつ

いては、９年12月22日に申立人の息子の、同年12月26日に申立人自身の健

康保険証を回収したことがオンラインの記録で確認され、申立人も「健康

保険証の返納の記憶は無いが、国民年金については社会保険事務所からの

通知に基づき、後日、保険料をまとめて納付した。」と供述していること

から、当該遡及
そきゅう

訂正の処理に関しても、社会保険事務所が、事業主であっ

た申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理

を行ったものと認めることはできない。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、Ａ株式会社の代表取締役として自らの標準報酬月額に

係る記録訂正に関与しながら、当該減額処理が有効なものではないと主張

することは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の

標準報酬月額の記録に係る訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3480 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月１日から 46 年 11 月４日まで 

             ② 昭和 46 年 11 月４日から 49 年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、昭和 43 年４月１日から 49 年８

月１日までの期間は、厚生年金保険の被保険者期間となっていないが、

43 年４月にＡ株式会社に入社し、62 年１月に退職するまでずっと勤務

していたので、この期間を被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、申立人は､昭和 43 年ころからＡ株式会社に勤

務していたものと推認できる。 

しかしながら、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 46 年 11 月４日であり、申立期間①については、適用事業所となってい

ない。 

また、Ａ株式会社が適用事業所となった昭和 46 年 11 月４日に被保険者

資格を取得していることが健康保険厚生年金保険被保険者原票により確認

できる５人の同僚に照会したところ、回答のあった４人の同僚は、全員が

適用事業所となる前に入社しているが、この間に厚生年金保険に加入した

形跡は見当たらず、そのうち３人の同僚から、「46 年 11 月まで、会社は

厚生年金保険に加入しておらず、保険料も控除されていなかった。」との

供述があった。 

さらに、申立期間②については、昭和 46 年 10 月 21 日から 55 年３月

31 日までが加入期間となっている申立人の雇用保険の記録がある一方で、

健康保険厚生年金保険被保険者原票により 46 年 11 月４日に被保険者資格

を取得し 47 年２月 21 日に資格を喪失していることが確認できる同僚は、



  

「申立人は、当時病気で入院しており、私が入社した 46 年９月から退職

した 47 年２月までの間、一度も会社に来なかった。」と供述している上、

ほかの二人の同僚（一人は、46 年 11 月 21 日資格取得、47 年３月 31 日喪

失。一人は、48 年４月２日資格取得、同年８月１日喪失。）からも、

「事業所に勤務していた当時、申立人が勤務していたことは知らなかっ

た。」との供述があったことから、当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所となった 46 年 11 月４日には申立人は当該事業所に勤務しておらず、被

保険者資格取得の手続が行われなかったものと推認できる。 

加えて、当該事業所は既に解散しており、当時の事業主は、「申立人の

申立期間の勤務実態や厚生年金保険料の控除については、当時の資料の保

存が無く不明である。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案3481 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和32年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和52年12月ころから57年12月ころまで 

Ａ業を行っていた株式会社Ｂで勤務していた知人から、一緒に働かな

いかと誘われて、昭和52年12月ころから57年12月ころまで同社に勤務し

ていたが、社会保険庁（当時）の記録では、この期間が厚生年金保険の

被保険者になっていないので、調査の上、被保険者期間と認めて、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を通じて、株式会社Ｂに勤務していたと申し立てて

いる。 

しかしながら、株式会社Ｂについては、オンライン記録における事業所

名簿検索の結果から、厚生年金保険の適用事業所であったと確認すること

ができない上、同社は商業登記簿では、昭和62年３月12日に法人設立がさ

れた後、平成８年６月＊日に解散して登記簿が閉鎖されており、閉鎖役員

欄に記載されている役員全員について所在が分からないことから、同社に

おける申立人の勤務実態を確認することができない。 

また、株式会社Ｂの従業者で、申立人を同社に就職勧誘した同僚は、既

に亡くなっており、申立人は、ほかの同僚の氏名等についても記憶が無い

上、同社はＣ資料からＡと確認できるものの、同社の従業者名簿も見当た

らないため、同僚から申立人の勤務実態を確認することができない。 

さらに、申立人の、株式会社Ｂに係る雇用保険の被保険者記録は見当た

らない。 

加えて、事業主による厚生年金保険料の控除については、前述のとおり、

株式会社Ｂにおける役員全員の所在が判明しないこと、同社に係る健康保



  

険厚生年金保険被保険者名簿が見当たらず、同僚の氏名等が判明しないこ

と、及び申立人も同僚の氏名等を記憶していないことなどから、同社の関

係者の誰からも供述を得ることができない上、申立人も、事業主による給

与からの厚生年金保険料の控除について明確な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案3482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年２月１日から26年11月１日まで 

国（厚生労働省）の厚生年金保険被保険者の記録では、Ａ組合（現在

は、Ｂ組合）に勤務した期間の被保険者記録が無い。 

Ａ組合を退職するとき、組合長が発行した失業保険被保険者離職票を

今も保管しており、勤務していたことに間違いはないので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間について、Ａ組合に勤務していたことは、申立人が

提出した当該組合の失業保険被保険者離職票及び一緒にＣ業務に従事して

いた同僚の供述から、認められる。 

しかし、当該離職票において、申立人がＡ組合に勤務した期間は、事業

所番号等索引簿及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿における事業所の

適用日の記録から、当該組合が厚生年金保険の適用事業所（新規適用日は、

昭和28年10月１日）となる前であることが、確認できる。 

また、申立人が唯一名前を記憶していた同僚は、「申立人と一緒にＣ業

務を行っていた。私も昭和24年６月16日から27年７月19日までＡ組合に勤

務していたが、この期間は厚生年金保険の被保険者期間になっていな

い。」と供述している上、当該組合が適用事業所となる前から勤務をして

いた同僚も、「Ａ組合の被保険者資格取得日よりも２年くらい前から勤務

していたが、この期間は被保険者期間になっていない。」と供述しており、

いずれも当該組合が適用事業所となる前は、厚生年金保険被保険者期間で

はなかったとしている。 

さらに、Ｂ組合では、「Ａ組合に係る人事関係資料等を保有していない



  

ので、適用事業所になる前に、申立人の給与から、厚生年金保険料を控除

したか否かは分からない。」としている上、複数の同僚は、いずれも当該

組合が適用事業所となる前に事業主によって保険料を控除されたか否か分

からないとしており、申立人にも明確な記憶が無いことから、事業主によ

る厚生年金保険料の控除を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年 10 月１日から 44 年１月１日まで 

      ② 昭和 48 年 11 月１日から 57 年 10 月１日まで 

Ａ株式会社のＢ班が独立する形で、Ｃ株式会社（昭和 53 年６月 30

日にＤ株式会社に名称変更）を設立し、同社事業主からＡ株式会社に

勤務していたときと同じ労働条件で手伝ってほしいと言われ、Ａ株式

会社を退職し、Ｃ株式会社に勤務したにもかかわらず、申立期間①に

ついては、厚生年金保険の被保険者記録が確認できないので、厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、申立期間②についてもＣ株式会社に勤務していたが、給与か

ら控除されていた保険料が、オンライン記録上の標準報酬月額と比較

して高額になっていると思うので、正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、同僚の供述により、申立人がＣ株式会社に勤

務していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業所記号順索引簿の記録により、Ｃ株式会社は昭

和 44 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間

①当時は、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる上、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同日付けで健康

保険の整理番号１番から９番までの９人が資格を取得していることが

確認でき、申立期間①に勤務していたとする同僚について当該期間に

係る被保険者記録は確認できない。 

また、同僚の一人は、申立期間①当時は、厚生年金保険の適用事業

所ではなかったので厚生年金保険に加入しておらず、給与からも厚生



  

年金保険料を控除されていなかった旨の供述をしている。 

さらに、事業主は既に死亡しており照会することはできない上、申

立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違に

ついて申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②のうち昭和 49 年１月、51 年２月、同年４月

から同年 11 月までの期間、53 年１月、55 年２月及び同年６月を除く

期間については、申立人から提出を受けた当該期間に係る給与明細書

上の厚生年金保険料控除額から算定した標準報酬月額とオンライン記

録上の標準報酬月額は一致していることが確認できることから、特例

法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 49 年１月、51 年２月、同年４月から

同年 11 月までの期間、53 年１月、55 年２月及び同年６月については、

給与明細書等の厚生年金保険料の控除について確認できる資料は無く、

事業主及び同僚からも保険料控除に係る具体的な供述を得ることがで

きない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間②について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年１月１日から同年 11 月 21 日まで 

Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）を昭和 61 年 12 月末日に退職し、

60 歳まで勤務するために、62 年１月１日からＣ株式会社に勤務してい

たにも関わらず、同年１月１日から同年 11 月 21 日までの厚生年金保

険の記録が確認できないので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の支給台帳及び被保険者記録により、申立人が昭和 61 年 12 月

31 日にＡ株式会社における雇用保険被保険者資格を喪失し、その後 62 年

１月８日に基本手当の受給資格が決定され、同年１月 15 日から同年 11

月 10 日まで基本手当の支給を受け、同年 11 月 21 日にＣ株式会社におけ

る雇用保険被保険者資格を取得していたことが確認できる。このことは、

申立人に係るオンライン記録と符合している。 

また、Ｃ株式会社の加入するＤ基金の記録により、昭和 62 年 11 月 21

日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ｃ株式会社の加入していたＥ組合の被保険者記録により、昭和

62 年 11 月 21 日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、事業主及び申立期間にＣ株式会社において厚生年金保険の記録

が確認できる者からも、申立人が申立期間に厚生年金保険に加入してい

たこと及び厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる供述を

得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 11 月 16 日から平成９年 10 月１日まで 

    オンライン記録によると、株式会社Ａに係る申立期間についての昭和

63 年 11 月から平成４年９月までの標準報酬月額が６万 8,000 円に、４

年 10 月から６年９月までの標準報酬月額が８万円に、６年 10 月から９

年９月までの標準報酬月額が９万 2,000 円にそれぞれさかのぼって引き

下げられていた。標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンラインの記録により、申立期間の標準報酬月額については、当初、

ⅰ）昭和 63 年 11 月から平成２年８月までの期間は 36 万円、ⅱ）２年９

月は 50 万円、ⅲ）２年 10 月から３年７月までの期間は 44 万円、ⅳ）３

年８月から６年 10 月までの期間は 53 万円、ⅴ）６年 11 月から９年９月

までの期間は 59 万円と記録されていたところ、９年 10 月 14 日付けでさ

かのぼって昭和 63 年 11 月から平成４年９月までが６万 8,000 円に、同年

10 月から６年９月までが８万円に、同年 10 月から９年９月までが９万

2,000 円に減額処理が行われていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、申立期間当時、株式会社Ａの代表取締役とし

て同社に在籍し、厚生年金保険の被保険者であったことが、社会保険事務

所（当時）の厚生年金保険被保険者記録及び同社の閉鎖登記簿謄本により

確認できる。 

また、社会保険事務所で保管している株式会社Ａに係る滞納処分票によ

ると、同社は平成７年以前から平成 17 年度までの健康保険料及び厚生年

金保険料を滞納しており、17 年５月 24 日まで社会保険事務所との滞納に

ついてのやり取りが確認できる。 



  

さらに、申立人が保管しているＢ社会保険事務所（当時）から株式会社

Ａ宛の平成９年 10 月分保険料納入告知書不発行通知書（第＊号、平成９

年 11 月 19 日発行）によると、「さかのぼって月額変更があったため。」

と記載されていることから、同事業所は､同事業所の健康保険料及び厚生

年金保険料滞納額に充当するために代表取締役である申立人に係る健康保

険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届を社会保険事務所に提出し受理さ

れ、社会保険事務所は申立人の申立期間における標準報酬月額のオンライ

ン記録を平成９年 10 月 14 日にさかのぼって減額処理したものと考えられ

る。 

加えて、代表取締役である申立人は、社会保険事務所に出向いたときに、

「標準報酬月額の遡及
そきゅう

減額について同意した。」と供述しており、申立人

の標準報酬月額の減額訂正処理について、代表取締役である申立人が関与

していることが認められる。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人が、会社の業務としてなされた当該行為に

ついては責任を負うべきであり、自ら標準報酬月額の減額処理に関与しな

がら当該減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、

申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録に係る訂正を認める

ことはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年２月１日から同年８月５日まで 

② 昭和 41 年 10 月１日から 43 年４月１日まで 

         申立期間①について、合資会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に勤務し、

申立期間②について、Ｃ有限会社に勤務していた。しかしながら、申

立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず厚生年

金被保険者記録が無い。調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の申立期間①当時の同僚から「期間は不

明であるが店員として在籍していたことは、かすかに覚えている。」と

の供述が得られたことから、申立人が申立期間①当時に合資会社Ａに勤

務したことは推認できる。 

  しかしながら、合資会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から、申立期間①当時、当該事業所に入社し厚生年金保険に加入してい

ることが確認できる同僚４人に、当時の厚生年金保険料の控除等につい

て照会したところ、二人の同僚からは、「３か月程度の試用期間があっ

た。」との供述があり、そのうちの一人の同僚からの「当該事業所は３

か月くらいの試用期間があり、試用期間中は厚生年金保険には加入せ

ず。」との供述を踏まえると、同社においてはすべての従業員について

入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったものと考え

られる。 

  また、申立期間①に係る給与明細書等の資料が無いことから、申立人

が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認す

ることができない。 



  

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

        

  ２ 申立期間②について、申立人はＣ有限会社に勤務したと主張している。 

    しかしながら、当該事業所から、申立期間②当時の給与明細書等の関

係資料は保存期限の経過により廃棄されており、また、申立人が申立期

間②当時に勤務していたかは不明との供述がある上、申立期間②当時に

当該事業所に勤務していた同僚５人に照会したところ、回答の得られた

二人の同僚共に、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

不明と供述していることから、申立人の申立期間②に係る勤務実態及び

厚生年金保険料の控除の事実を確認することができない。 

また、申立人に係るＣ有限会社における雇用保険の被保険者記録は無

い上、事業所別被保険者名簿には、申立人の氏名は見当たらず、健康保

険番号の欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

      

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年８月 31 日から同年９月 27 日まで 

私は、株式会社Ａに平成５年９月 27 日まで勤務していたが、オンラ

イン記録では同社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日は同年８月

31 日になっている。雇用保険被保険者記録も同年９月 27 日になってい

るので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の証言により、申立人が申立期間に株式会社Ａ

に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、申立人が提出した株式会社Ａ代表取締役発信の平成５年

８月 30 日付けの「お願い文書」には、「会社の業績が悪く社会保険料が

滞納し、やむを得ずに８月 30 日をもって社会保険を喪失すること、８月

分の給与から社会保険料を控除しないこと、各自、２週間以内に国民年金、

国民健康保険の手続を市町村ですること。」の内容が記載されている。 

また、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５年８

月 31 日に厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録がある同僚に照会した

ところ、11 人から回答があり、このうち４人は「８月分の給与から厚生

年金保険料は控除されていなかった。」と回答しており、そのうちの一人

から提供された同年８月分の給与明細書には厚生年金保険料は控除されて

いないことが確認できる。 

なお、申立人の申立期間に係る国民年金保険料については、納付済みと

なっていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保



  

険料を控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほか

に申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 
    基礎年金番号 ： 
    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年３月から 42 年４月まで 
    昭和 41 年３月から 42 年４月ころまでＡ株式会社に勤務した。厚生年

金保険被保険者記録には、同社に勤務していた記録が無い。同社に勤務

していた期間を、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した社員旅行の写真及び複数の同僚の供述から、期間の特

定はできないが、申立人が申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかしながら、元事業主の親族で当該事業所の事務担当者からは、「申

立人が厚生年金保険に加入しなかったのは、個人的な事情があったためと

思う。申立人が勤務していた期間は、申立人の申立期間よりも短かったと

思う」との供述があった。 

また、申立人の雇用保険の被保険者記録では、申立人がＡ株式会社で被

保険者資格を取得した記録は確認できない。 

さらに、Ａ株式会社は、申立期間中の昭和 42 年２月 28 日に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっており、同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿を確認したところ、申立人の氏名は見当たらず、整理番号に欠

番も無い。 

加えて、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年９月１日から 34 年１月 15 日まで 

② 昭和 34 年１月 18 日から同年３月 31 日まで 

私は、申立期間①についてはＡ（現在は、Ｂ株式会社Ｃ支社）、申立

期間②についてはＤ株式会社Ｅ所にそれぞれ勤務していたが、申立期間

について厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、申立人は、Ａに勤務していたと申し立てている

が、事業所の事業所別被保険者名簿によりＡは、昭和 38 年 10 月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は適用事業所

ではないことが確認できる。 

また、事業主は、申立期間①当時の資料を調査したが、申立人の在籍

は確認できなかったと供述している。 

さらに、申立人は、申立期間①当時の上司及び同僚の氏名を記憶して

いないため、Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認で

きる同僚 15 人に照会して８人から回答があったものの、申立人を記憶

している者はいない上、同僚一人は同事業所が厚生年金保険の適用事業

所となる前から勤務していたが、同事業所が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 38 年 10 月１日より前の期間は保険料を事業主により給与

から控除されていたかについては不明と供述している。 

 

２ 申立期間②について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認で



  

きる複数の同僚の証言及び雇用保険の被保険者記録により、申立期間②

当時、申立人がＤ株式会社Ｅ所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、事業主は、申立人は昭和 34 年１月 17 日付けで入社し

たが、厚生年金保険の資格を取得したのはＤ株式会社Ｅ所が適用事業所

となった同年４月１日からと供述しているところ、事業所の事業所別被

保険者名簿においても同日に同事業所が適用事業所となっていることが

確認できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できる同僚 10

人に照会し回答のあった７人のうち３人は、それぞれ入社日は異なるも

のの昭和 34 年４月１日より前から勤務していたと供述しているが、同

名簿により厚生年金保険の資格取得日は、同年４月１日であることが確

認できる。 

さらに、Ｄ株式会社が加入するＦ組合の被保険者台帳により確認でき

る申立人の資格取得日は健康保険厚生年金保険被保険者名簿の資格取得

日と一致している。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当らない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月 21 日から 53 年３月まで 

    株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）系列のＣ社において、Ｄとして勤

務しながら、昼間は有限会社Ｅに勤務したが、社会保険庁（当時）の記

録によると、株式会社Ａにおける厚生年金保険の加入記録が昭和 52 年

８月 21 日から 53 年３月まで空白となっている。同社には、52 年４月

から１年間の契約社員として勤務したので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の詳細な供述内容により、期間の特定はできないものの、申立人

が、株式会社Ａ及び有限会社Ｅに重複して勤務していたことがうかがわれ

る。 

  しかしながら、株式会社Ａの申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票により、申立人が昭和 52 年８月 21 日に資格喪失し、同年 11 月 30

日に健康保険証を返納していることが確認できる。 

  また、有限会社Ｅの申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

より、申立人が、株式会社Ａの被保険者資格を喪失した昭和 52 年８月 21

日に、有限会社Ｅの被保険者資格を取得している上、両事業所共に同じ記

号番号（＊）で資格を取得していることが確認できる。 

  さらに、事業主は、当時の資料は残ってないため、勤務実態及び保険料

控除に関しては不明と回答している。 

  加えて、申立人は、同じ業務に従事していた同僚の名前を記憶していな

いことから、申立期間当時、同社の厚生年金保険に加入していた複数の同

僚に照会するも、申立人を記憶している者はいない。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。     

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年１月から 41 年 12 月まで 

             ② 昭和 45 年３月から 48 年４月まで 

    昭和 38 年１月から 41 年 12 月までＡ町にあった有限会社Ｂに友人の

紹介でパートタイマーとして勤務した。また、45 年３月から 48 年４月

までＣ地にあった自宅近くのＤ株式会社でパートタイマーとして勤務し

た。しかし、この両方の期間について厚生年金保険被保険者記録が無い。

この両方の期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立人の同社への入社を仲介した友人の記録が確認

できること、及び申立人が事業主の氏名を正確に記憶していることから、

期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうか

がえる。 

しかし、有限会社Ｂは既に解散しており、元事業主の妻は、元事業主

は既に死亡しており、当時の資料は保存しておらず、申立人の同社にお

ける勤務については不明と供述している上、申立期間の同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録は見当たらず、健康保険

番号に欠落も無いことから、申立人の同社における厚生年金保険の加入

を確認することはできなかった。 

また、申立人は、有限会社ＢにおいてＥ業務に従事していたと供述し

ているところ、元事業主の妻は、当時経理業務に従事していたが、Ｅ業

務に従事する者の給与は、月給制ではなく売上げに応じたキャッシュバ

ック制であり、Ｆから定められた金額を現金にて渡しており、厚生年金



  

保険料などの控除をした記憶は無いと供述している。 

さらに、有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から同

僚の連絡先を調査したが、事業主の妻以外の連絡先が判明せず、申立人

を紹介した友人を含めて、同僚の供述を得ることができなかった。 

加えて、申立人は、申立期間①において、自営業を営んでいたその夫

とともに国民健康保険に加入していたと供述している。 

なお、申立人が申立期間①において事業主により保険料を給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    

２ 申立期間②については、申立人のＤ株式会社における業務内容につい

ての供述から、期間の特定はできないものの、申立人は、申立期間②に

おいて、同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ｄ株式会社は既に解散しており、元事業主は、当時の資料は

保存しておらず、申立人の同社における勤務については不明としている

上、申立期間②の同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立

人の記録は見当たらず、整理番号に欠落も無いことから、申立人の同社

における厚生年金保険の加入を確認することはできなかった。 

また、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、Ｄ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録において、申立人と

同時期に同社において被保険者であった同僚のうち、連絡先の判明した

者 11 人に申立人について問い合わせたところ、５人から回答を得たが

申立人を記憶している者はいなかった。 

さらに、回答した同僚のうち入社日を記憶している者について、健康

保険厚生年金保険被保険者原票における厚生年金保険の資格取得日を確

認したところ、入社日と資格取得日がおおむね一致していることが確認

できる上、同僚のうち一人は、当該事業所において試用期間や見習期間

等は無く、原則として厚生年金保険には入社と同時に加入させていたが、

パートタイマーについては加入していない者も少なくなかったと供述し

ている。 

加えて、申立人は、申立期間②において国民健康保険に加入していた

と供述しているところ、Ｇ市が提出した国民健康保険基本異動履歴によ

り、申立期間②について国民健康保険の被保険者であることが確認でき

る上、申立人の同社における申立期間に係る雇用保険の加入記録は無い。 

なお、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい



  

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年４月 30 日から同年６月 16 日まで 

             ② 昭和 21 年３月 29 日から 22 年５月１日まで 

    昭和 19 年３月 16 日から 24 年４月末まで、Ａ市のＢ株式会社に５年

以上休まず勤務したが、年金記録を確認したところ、19 年４月 30 日か

ら同年６月 16 日までの期間及び 21 年３月 29 日から 22 年５月１日まで

の期間の記録が無いので、当該期間について厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ｂ株式会社は、昭和 25 年に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており、商業登記簿においても、記録が見当たらない上、健康保険

厚生年金保険被保険者名簿からも当時の事業主を確認できなかったため、

申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除の事実をうかがわせる

供述及び関連資料を得ることができない。 

    また、申立人と勤務期間が重なると思われる同僚は、連絡先不明の者

が多く、供述の得られた同僚 10 人の中に申立人を記憶する者はいない。 

 

２ 申立期間①について、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、申立人は、昭和 19 年３月 16 日に厚生年金保険被保

険者資格を取得し、19 年４月 30 日に喪失していることが確認でき、

当該記録は厚生年金保険被保険者台帳の記録と一致している。 

また、申立期間①において健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整



  

理番号に欠番は無い。 

 

３ 申立期間②について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認で

きる当時の従業員は、昭和 21、22 年ころ労働争議があり、ストライキ

倒産になったと供述している上、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿は、新規適用事業所として昭和 22 年５月１日付けで

改めて作成されていることが確認できる。 

  また、申立期間②を含めて継続して勤務したと供述している複数の

同僚について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 22

年５月１日付けの資格取得記録が確認できること、及び相当数の被保

険者が 21 年３月 29 日付けで資格喪失しており、かつ、同日以降の喪

失は見当たらないことから、申立期間②についてはＢ株式会社は適用

事業所ではなかったことが推認できる。 

さらに、申立人は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

昭和 22 年５月１日に資格を取得していることが確認でき、当該記録

は厚生年金保険被保険者台帳の記録と一致している。 

 

４ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3496 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月 17 日から 36 年１月 18 日まで 

    私は申立期間にＡ株式会社Ｂ支店で勤務し、結婚のため退職した。社

会保険庁（当時）の記録では、申立期間については脱退手当金を受けて

いることになっているが、私は脱退手当金を請求しておらず、受給もし

ていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 36 年５月９日に

支給決定されているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、当時は通算年金制度前であり、脱退手当金の支給期間に係る最終 

事業所の資格喪失後昭和 47 年４月まで国民年金に加入していないことを

踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さは見当たらな

い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3497 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年８月３日から 35 年９月 11 日まで 

    私は、Ａ株式会社Ｂ工場に少なくとも昭和 36 年のメーデーごろまで

勤務していた。そのときの写真を保管している。社会保険庁（当時）の

記録では、Ａ株式会社Ｂ工場の被保険者期間は 32 年８月３日から 35 年

９月 11 日までとなっており、同年 10 月に脱退手当金を受けていること

になっているが、当時は在職していたはずなので脱退手当金は請求でき

ず受給もしていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る 

  厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 35 年 10 月 13 日

に支給決定されているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立人が記載されているページ及びその前後５ページで、昭和 33 年

２月から 44 年 10 月までに被保険者資格を喪失した女性(申立人を含む）

のうち、喪失時に脱退手当金の受給権のある者は 70 人であるが、そのう

ち脱退手当金を受給した記録のある者は 36 人である上、喪失日から支給

決定日までの期間が６か月以内の者はそのうちの 33 人であり、請求手続

の時期は退職後間もないこと及び申立期間当時、通算年金制度前であるこ

とを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可能性が考えられる。 

さらに、申立人が所持する昭和 36 年のメーデー時のものとする写真は、

同年３月に厚生年金保険被保険者資格を喪失している同僚が同様の写真を

所持している上、ほかの複数の同僚が、「衣替えは６月であるため、通常

メーデーでは黒い上着を着ていた。」と証言していることを踏まえると、



  

当該写真が昭和 36 年のメーデー時のものであるとは考え難い。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3498 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年５月２日から同年９月４日まで 

              （株式会社Ａ） 

② 昭和 32 年５月１日から 33 年４月１日まで 

 （Ｂ株式会社） 

③ 昭和 33 年 11 月１日から 40 年１月 25 日まで 

 （Ｃ社（現在は、Ｄ株式会社）） 

    社会保険庁（当時）の記録では、申立期間の事業所に勤務していた期

間の脱退手当金を受けていることになっているが、私は脱退手当金を請

求しておらず受給もしていない。仮に私が請求したのならば最初に勤務

したＥ株式会社も同時に請求するだろう。しかし、同社の被保険者記録

はそのままであるから、私は脱退手当金を請求していないことになるの

で記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が申立期間③に勤務していたＣ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金を支給したことを示す「脱」の

表示が記されているとともに、当該脱退手当金の支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、初めて厚生年金保険被保険者資格を取得したＥ株式会

社Ｆ工場の被保険者期間が脱退手当金の計算基礎となっていないことをも

って請求が無かったと主張しているが、申立期間①、②及び③の取得時の

厚生年金保険被保険者番号は同工場での番号とは異なる番号となっており、

同工場における申立人の被保険者期間が記載されている厚生年金被保険者

台帳（旧台帳）には、「給付種類脱退手当金、資格期間２年４ケ月、支給



  

金額 3,514 円、昭和 29 年８月９日」と記載され、その金額は法定支給金

額と一致するとともに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも「脱」の

表示が記載されており、同工場での被保険者期間は脱退手当金として支給

済みとされていたことが推認されることを踏まえると、申立人は、申立期

間①、②及び③のみが脱退手当金を請求できる期間であったと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間に係る脱退手当金支給決定日から約１年後

に、再度、厚生年金保険被保険者資格を取得しており、その際の被保険者

記号番号はそれまでに申立人が被保険者資格を取得した際の記号番号とは

別の番号となっているが、これは、脱退手当金を受給したために番号が異

なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受給し

た記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3499 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 40 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 58 年９月 19 日から 59 年１月５日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険の加入記録が無いことが判明した。申立期間は株式会社Ａ

に勤務していたので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録から、申立人が申立期間当時、株式会社Ａに勤

務していたことは認められる。 

しかし、同僚照会において「入社した日と被保険者資格を取得した日

は異なっている。」と供述している同僚がいることを踏まえると、当該

事業所においては、すべての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入

させていなかったことが推認できる。 

また、当時、同事業所が編入していたＢ組合では、「申立人の被保険

者記録は無い。また、当時資格取得届を社会保険事務所（当時）に回送

していたか否かは不明。」と回答しており、当時における申立人の健康

保険及び厚生年金保険の資格取得手続が申立てどおりにされていたかは

確認できない。 

   さらに、株式会社Ａは既に破産廃止し、当時の事業主は当時の資料は無

く、社会保険の手続については担当者に任せていたので分からないとして

おり、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年９月 16 日から 44 年４月１日まで 

    ねんきん特別便によると、昭和 41 年９月 16 日に株式会社Ａにおける

厚生年金保険の被保険者資格を喪失しているが、44 年３月 31 日までＢ

として勤務しており、被保険者期間が 31 か月間空白となっている。申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含めて株式会社Ａに継続して勤務し、厚生年金保

険に加入していたと申し立てている。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の離職日は昭

和 41 年９月 15 日であることが確認でき、これは申立人のオンライン記録

における厚生年金保険の加入記録と合致している。 

また、株式会社Ａは、昭和 53 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、商業登記において 54 年 10 月 22 日に移転している

が、当該移転先が確認できないため照会できない上、事業主は同社におけ

る被保険者記録が無いため照会先を確認できない。 

さらに、当該事業所の業務を承継しているとされる株式会社Ｃは、申立

期間の資料を保管していないため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び

厚生年金保険の適用状況について関連資料等を得ることができない。 

加えて、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が名前を挙げた同僚４人のうち二人が昭和 41 年 10 月 16 日に同社

における被保険者資格を喪失していることが確認できる上、申立期間に同

社における被保険者記録を有する同僚 25 人に照会したところ、14 人から



  

回答があり、一人は「申立人は、申立期間に勤務していた。」としている

ものの、申立人の職種について「Ｄ」としていることから別人の可能性が

高く、また、３人が「申立人は、勤務していた。」としているものの、勤

務期間について「不明。」としていることから、申立人の申立期間におけ

る勤務実態について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3503 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から 40 年 11 月１日まで 

    昭和 38 年 10 月１日にＡ店（現在は、Ｂ店）のＣに出店していたＤ店

の株式会社Ｅに入社し、40 年 10 月 31 日まで正社員として勤務してい

たが、社会保険庁（当時）から厚生年金保険の加入記録が確認できな

いとの回答を受けた。当時の資料は無いが、社会保険に加入し、厚生

年金保険料を毎月の給与から控除されていたので申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間に勤務していた株式会社Ｅは、Ａ店内に出店してい

たとしている。 

   しかしながら、「株式会社Ｅ」によりオンライン記録を確認したが、当

該事業所の所在地には、同一名称の厚生年金保険の適用事業所は見当たら

ない上、別の所在地に同一名称の適用事業所が 11 件確認できるものの、

申立人が勤務していた事業所として特定することができない。 

また、申立人は、当時の事業主の氏名を記憶していない上、同僚も二人

の名字を記憶しているのみであり、これらの者を特定できないことから、

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

   さらに、Ｆ保健所及びＧ消防署に、当該事業所に係る届出の有無につい

て照会したが、資料が保管されておらず、確認することができない。 

   加えて、Ｈ組合に、当該事業所の加盟登録を照会したところ、現存する

加盟店に「Ｅ」の店名は見当たらず、同組合が保有する昭和 55 年８月１

日現在の同組合Ｉ支部組合員名簿には、所在地は異なる同一名称の加盟店

が１件確認できたものの、現在の連絡先が不明であるため照会できない。 



  

また、株式会社Ｊに、当該事業所が申立期間当時に出店していた事実が

あるか否かについて照会したが、不明としており、確認することができな

い。 

さらに、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保持していない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3504 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年７月 26 日から 63 年１月 10 日まで 

    昭和 62 年７月 26 日から平成 14 年 10 月 15 日まで株式会社Ａに勤務

していたが、日本年金機構の記録では、同社における厚生年金保険の

被保険者資格取得日が、昭和 63 年１月 10 日となっており、実際の入

社日と相違しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された株式会社Ａを支払者とする昭和 62 年分給与所得

の源泉徴収票、同社が保有している申立人の履歴書及び同僚の供述から、

申立人が申立期間において同社に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、申立人から提出された、Ｂ校（Ｃ県知事）及び同校を退

職後に勤務した株式会社Ａをそれぞれ支払者とする昭和 62 年分給与所得

の源泉徴収票を比較すると、給与等からの控除分として記載された「社会

保険料等の金額」が同額であることが確認でき、株式会社Ａにおいては、

62 年中に給与からの社会保険料控除は行われていなかったことがうかが

える。 

   また、当時の同僚５人は、入社後に３か月間の試用期間があり、試用期

間経過後から厚生年金保険料が控除されていた旨の供述をしており、その

うち、オンライン記録において、株式会社Ａにおける資格取得日が申立人

と同一である同僚から提出された「給料支給明細書」から、当該試用期間

中においては厚生年金保険料を含む社会保険料が控除されていないことが

確認できる。 

   さらに、株式会社Ａに申立人と同期入社したとする同僚一人は、「私は、



  

申立人と同一の職種で２か月程度勤務して退職したが、厚生年金保険の加

入記録が無い。」と供述している。 

   加えて、株式会社Ａが保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認および標準報酬決定通知書」（資格取得日は昭和 63 年１月 10

日）により、事業主が届出を行った申立人の資格取得日は、厚生年金保険

被保険者記録及び雇用保険の被保険者資格取得日と一致していることが確

認できる。 

   なお、株式会社Ａは、当時の給与関連資料を保管していないため、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除については不明としている。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月から 46 年９月まで 

             ② 昭和 53 年６月１日から 54 年１月４日まで 

             ③ 昭和 56 年５月から平成２年９月まで 

             ④ 平成２年 11 月から６年 10 月まで 

     ねんきん特別便の記録では、申立期間①のＡ株式会社Ｂ支店、申立期

間②のＣ株式会社、申立期間③のＤ株式会社、申立期間④のＥ株式会社

に勤務していた期間が、厚生年金保険に未加入となっている。申立期間

①はＦ業、申立期間②及び③はＧ業、申立期間④はＨ業だった。調査し

て各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のＡ株式会社は、申立人がＢ支店に在籍していたかについ

ては、当時の資料が無く不明としているが、同僚の一人から提出された

同支店に係る社員名簿に申立人の名前が記載されていることから、期間

は特定できないものの、申立人が同支店に勤務していたことが認められ

る。 

しかし、上記名簿は、内勤者名簿とそれ以外のＩ部員名簿に分かれて

おり、申立人の名前はＩ部員名簿に記載されているところ、申立人と同

じくＩ部員名簿に記載されている同僚は「Ｊで社会保険に入っていなか

った。」と供述しており、複数の内勤者は「ＫのＩ部員は社会保険に入

っていなかった。」と供述している。   

また、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 



  

２ 申立期間②について、Ｃ株式会社は既に事業を廃止し、当時の事業主

が亡くなっていることから、申立人の申立期間②当時の厚生年金保険料

の控除について確認することができない上、申立期間②において被保険

者記録があり、連絡先の確認ができた同僚７人に照会し４人から回答が

得られ、申立期間②にしか被保険者期間を有しない一人が申立人の名前

を記憶していることから、期間の特定はできないものの、申立期間②に

当該事業所に勤務していたことは推認できるが、保険料の控除について

は供述を得ることができなかった。 

また、申立人の雇用保険の加入記録は、申立期間②の開始前日の昭和

53 年５月 31 日に当該事業所を離職となっており、求職者給付等の手続

が取られたことが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ 申立期間③について、Ｄ株式会社は厚生年金保険の適用事業所であっ

た記録が無く、事業主の供述も得られないため、申立人の申立期間③当

時の厚生年金保険料の控除について確認することができない上、申立期

間③において申立人が当該事業所と同じ所在地にあり関連会社であった

と供述するＬ株式会社で被保険者記録があり、連絡先の確認ができた同

僚３人に照会し二人から回答が得られたが、申立人を記憶している者が

いないことから、勤務状況等を確認することができなかった。 

また、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認することが

できない。 

なお、申立人が申立期間③において、国民健康保険に加入しているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間③において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

４ 申立期間④について、Ｅ株式会社は申立人が在籍していた記録が無い

と回答しており、当該申立期間の被保険者記録が本社で一括加入処理さ

れ、申立人も当時の同僚の名字しか記憶していないため、申立人の申立

期間④当時の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について同僚に照会す

ることができない。 

また、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認することが

できない。 

なお、申立人が申立期間④において、国民健康保険に加入しているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間④において厚生年金保険料を事業主により



  

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

５ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3506 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年 12 月１日から 24 年４月 25 日まで 

             ② 昭和 24 年 11 月 15 日から 25 年４月 30 日ま

で 

             ③ 昭和 25 年 11 月 18 日から 26 年４月 30 日ま

で 

             ④ 昭和 26 年 12 月１日から 27 年４月１日まで 

             ⑤ 昭和 27 年 11 月 27 日から 28 年４月 30 日ま

で 

             ⑥ 昭和 28 年 11 月 15 日から 29 年４月 30 日ま

で 

             ⑦ 昭和 29 年 11 月 15 日から 30 年４月 30 日ま

で 

             ⑧ 昭和 30 年 11 月１日から 31 年４月 15 日まで 

             ⑨ 昭和 31 年 11 月１日から 32 年４月 20 日まで 

    Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）の船員保険期間が判明したが、脱

退手当金支給済期間となっている。父親は脱退手当金という制度自体

も知らず、将来の年金受給を期待していたのに払戻請求をするはずも

ない。年金を納付した分だけでも受給したい。船員保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の息子が、申立人の年金記録の訂正

を、求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、支給決定日



  

が最終資格喪失日から 23 年後の昭和 55 年７月 14 日であり、当時申立人

の年齢が 63 歳であること、申立期間以外に被保険者期間を有しないこと

及び年金の受給権が発生しないことから、申立人が脱退手当金を受給する

ことに不自然さは見当たらない。 

また、申立人が受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月 21 日から 36 年１月５日まで 

    昭和 34 年７月にＡ株式会社に入社し、35 年７月ころにＢ株式会社に

移籍した。申立期間当時は、Ｃ地にあったＡ株式会社の工場に引き続

き勤務しながら実習をしていた時期で、毎月の給与や賞与はＤ地にあ

ったＢ株式会社本社から支給されていた。社会保険庁（当時）の記録

によると、35 年７月 21 日から 36 年１月５日までの厚生年金保険被保

険者記録が無かったが、この期間もＢ株式会社における被保険者期間

であったと思うので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ｂ株式会社に在籍しながら、Ａ株式会社の工

場で実習をしていたと供述しているところ、同僚から提出された昭和35年

８月１日付けＢ株式会社組織及業務分担表により、申立人が申立期間にお

いて同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社及びＢ株式会社の事業主は、いずれも、両社

は別資本の別会社であったと供述していることから、厚生年金保険に関す

る事務の取扱いについては、それぞれの事業所で個別に行っていたことが

推認できる。 

また、雇用保険の被保険者加入記録においても、申立人が、Ｂ株式会社

で資格を取得しているのは、昭和36年４月１日であり、申立期間において

申立人が雇用保険の被保険者であった記録は確認できない。 

さらに、Ａ株式会社及びＢ株式会社は、既に廃業しており、両社の当時

の事業主は、申立期間当時、申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

いたかについては不明としているほか、複数の同僚に照会しても、申立期



  

間当時、申立人が事業主により保険料を給与から控除されていたことをう

かがわせる供述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年５月１日から 46 年５月１日まで 

             ② 昭和 46 年７月１日から 50 年７月１日まで 

昭和 42 年５月からＡ区にあった株式会社Ｂに４年間ほど勤務し、そ

の後、46 年７月から同じＡ区にあった株式会社Ｃに４年間ほど勤務し

たが、社会保険事務所（当時）で確認したところ、両社における厚生

年金保険の被保険者記録が無かった。当時は給与から保険料が天引き

されていたと記憶しているので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、事業主の供述及び申立人から提出された株式会

社Ｂのパンフレットに申立人の氏名が記載されていることから、期間の

特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿及びオンライン記録において、同社における厚生年金保険の被保険

者記録がある８人のうち、回答を得ることができた５人は、いずれも

申立人が同社に勤務していたかについては不明としており、同社のパ

ンフレットに氏名の記載がある８人のうち、申立人を含む６人は、同

社における被保険者記録が無い。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生年金保

険適用事業所名簿で、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和 44 年 10 月１日であり、46 年２月 21 日には適用事業所ではなくな

っていることが確認できる。 

なお、オンライン記録により、申立人の昭和 44 年３月から 46 年３

月までの期間に係る国民年金保険料は納付済みと記録されていること



  

が確認できる。 

 

２ 申立期間②について、法人登記簿により、申立人の主張のとおり、Ａ

区にある株式会社Ｃが確認でき、事業主の妻が、申立人が同社に勤務し

ていたことを記憶していることから、期間の特定はできないものの、申

立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、事業主の妻は、「同社は従業員が少なかったため、

会社自体が厚生年金保険に加入していなかったと思う。」と供述して

いる。 

また、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿及び適用事業所索引簿

においても、同社が厚生年金保険の適用事業所であった事実を確認す

ることができない。 

さらに、オンライン記録を確認したところ、事業主も同社における

厚生年金保険の被保険者記録は無い。 

 

３ すべての申立期間について、申立人に係る雇用保険の被保険者記録は

確認できない。 

また、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3511 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

     基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年８月１日まで 

   社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社での厚生年金保険資格取

得日が昭和 39 年８月１日となっているが、学校を卒業してすぐである

36 年４月に当該会社に入社したので、当時から厚生年金保険の資格を

取得しているはずである。 

また、同じ学校を卒業した仲間も一緒に入社したので、その仲間と同

じ厚生年金保険の加入記録になっていると思う。 

申立期間について、第三者委員会で調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する同僚の「申立人は、昭和 36 年４月に入社し、一緒に

寮生活をしていた。」との供述により、申立人が申立期間においてＡ株式

会社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

よると、同社の当時の事業主及び当該同僚を含む 90 人について、申立人

と同日の資格取得日となっていることが確認できるほか、申立期間におい

て勤務していたとする同僚（同じ学校を卒業した仲間）３人には被保険者

記録は確認できない。 

また、Ａ株式会社は平成７年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっており、Ｂ法務局の閉鎖事項全部証明書によると、14 年

３月＊日にＣ地方裁判所の特別清算終結の決定が確定していることが確認

できる上、当時の事業主(大正元年生まれ)も基礎年金番号未統合につき住

所が判明しないことから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控

除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得ることができない。 



  

さらに、当該被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険資格取得日

は、オンライン記録と同じである昭和 39 年８月１日と記載されているこ

とが確認できる上、健康保険証番号の欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3512 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年３月１日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 36 年８月 15 日から 38 年２月１日まで 

     社会保険庁（当時）の記録では、Ａ区にあった有限会社Ｂでの厚生年

金保険被保険者期間が１か月しかないが、当該事業所では昭和 36 年３

月ころから出産間近である 38 年２月ころまで働いていた。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得が

いかないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、事業所の事業所別被保険者名簿から、有限会社

Ｂ（以下「事業所」という。）は、昭和 36 年８月１日付けで厚生年金

保険の適用事業所に該当していることが確認できることから、申立期間

当時において、事業所は適用事業所ではない上、同僚のうちの二人から、

「事務員であるＣさんが社長に『今後のことを考えて厚生年金保険に加

入しましょう』と言ってくれたので、事業所は 36 年８月に初めて厚生

年金保険に加入した。それ以前は誰も厚生年金保険料は控除されていな

いはずである。」との供述が得られた。 

なお、当該供述のとおり、同名簿から、代表取締役及び申立人を含む

22 人が昭和 36 年８月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得してい

ることが確認できる。 

 

２ 申立期間②について、当該事業所の代表取締役の息子であったＤ氏は、

「申立期間当時、私は 15 歳ぐらいであったが、事業所の事務所が自宅

の１階であったことから、申立人のことは覚えている。申立人は、約３



  

年くらい事業所に勤務していたと記憶している。また、私の母親（代表

取締役の妻）も同じことを言っている。」と供述しているほか、申立人

が記憶する当時の同僚であるＥ氏は、「申立人とは少なくとも１年以上

は一緒に事務員として働いていた。申立人は、出産間近まで働いていた

と思う。出産後、事務所にあいさつに来たのでよく覚えている。」と供

述していることから、申立人は、期間の特定はできないものの、申立期

間②について当該事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、前記１のとおり、事業所の事業所別被保険者名簿から、

昭和 36 年８月１日において厚生年金保険の資格を取得している 22 人の

うち、申立人を含む６人が１か月から２か月の短期間に同資格を喪失し

ていることが確認できるところ、申立人を除く５人については、基礎年

金番号未統合につき、住所が判明しないことから、申立期間当時の厚生

年金保険の加入状況について確認することができなかった。 

また、事業所の事業所別被保険者名簿から、当該事業所は昭和 42 年

２月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も既

に他界していることから､申立人の申立期間②における勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、同名簿から、申立人の厚生年金保険資格喪失日はオンライン

記録と同じである昭和 38 年８月 15 日と記されていることが確認できる。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3513 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 10 月ころから 40 年 11 月ころまで 

年金記録照会回答票を受け取ったところ、私が勤務していたＡ株式会

社について、「あなたの厚生年金保険加入記録は確認できない」とあっ

た。当時、工場長の役職にあり、臨時雇い的な扱いではなかったし、病

院にかかり保険治療した記憶もあるので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当時のＡ株式会社の同僚の氏名及び仕事内容等についての詳

細を記憶しており、同僚一人も申立人を記憶していることから、期間の特

定はできないものの、申立人が当該事業所に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかし、当時の同僚からは、会社の業績が悪く、厚生年金保険に入って

いなかった人もいたとの供述や、ほかの複数の同僚からも厚生年金保険に

は加入しない「受取」と呼ばれる請負契約制度があったとの供述があった

上、申立人が記憶していた同僚３人のうち一人の厚生年金保険の被保険者

記録は確認できなかった。 

また、当該事業所に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間に被

保険者資格を新規に取得した者の中に、申立人の氏名は無い上、健康保険

の番号に欠番も無い。 

さらに、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、当時の事業主及び役員の所在が不明であることから、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料の控除について供述を得ることはできず、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明

細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保 

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月１日から 46 年４月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社の資格取得が昭和 46 年４月１

日となっているが、実際は 45 年４月１日に就職している。申立期間の

事業所に３年在職すれば退職金を受け取れたはずだが、私は３年に少し

足りないということで何も受け取っていない。そのことを記憶している

ので、２年しか年金記録が無いはずもなく何かの間違いであると思う。

当該期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の事業所の資格取得日の相違を申し立てているとこ

ろ、Ａ社から提出された労働者名簿及び失業保険被保険者資格喪失確認通

知書によると、雇入年月日と資格取得日双方とも昭和46年３月27日となっ

ており、記録上の厚生年金保険の被保険者資格取得日である同年４月１日

に近い日付に雇用保険の加入が確認できる。 

   また、当時の事務担当者の話によると、専門家の指導の下で入退社の届

出をきちんと行っており、申立人の記憶違いではないかとしている。 

   さらに、申立人は、申立期間の前の事業所であるＢ株式会社を退職し、

資格を喪失した昭和45年４月１日以降の同年５月16日に脱退手当金が支給

決定され、脱退手当金を請求・受給したことを認めているが、これは申立

人が申立期間の事業所で被保険者であったと供述する期間中に行われてい

たこととなり、厚生年金保険法の被保険者期間中に脱退手当金を請求でき

ないとする規定に反することになるため、申立人の主張と矛盾することに

なる。 

   加えて、申立人は、給与から保険料が控除されていたことを示す給与明



  

細書等の資料を所持していない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3515 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年10月１日から４年10月１日まで 

             ② 平成５年11月１日から８年３月31日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社に勤務していた期間のう

ち、平成２年10月１日から４年10月１日までと、５年11月１日から８年

３月31日までの標準報酬月額が、それぞれ８万円、９万 2,000 円となっ

ているが誤りであると思うので、当該期間の標準報酬月額の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人のＡ株式会社に係る申立期間①の標準

報酬月額が平成６年11月17日に53万円から８万円に、申立期間②について

は、８年３月31日に同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなっていると

ころ、同日以降の同年５月１日に59万円から９万 2,000 円にそれぞれ遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

   しかしながら、申立人は、申立期間における遡及
そきゅう

訂正処理が行われた時

点で、Ａ株式会社の代表取締役であり、申立期間当時は社会保険料の滞納

があり、自分ともう一人の取締役が減額の対象となっていたことを認めて

いる。 

また、当時の従業員からも、「資金繰りが厳しかった。社長から社会保

険事務所（当時）から社会保険の脱退を提案されたと聞いた。」との供述

が得られた。 

 これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為に

ついて責任を負うべきであり、自ら標準報酬月額の減額処理に関与しなが



  

ら、当該処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、

申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3517 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から同年８月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に昭和 44 年４月から勤務していたのに、社会

保険庁（当時）の記録によれば、同年８月１日に資格取得となっている。

納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に昭和 44 年４月から勤務していたとしているところ、

事業主によると、「Ｃ名簿」で 44 年 12 月１日において申立人が当該事業

所に在籍していたことは確認できるが、申立人の入社日については、当時

の資料等が保管されていないため不明としている。 

また、当該事業所における申立人に係る雇用保険の記録は、昭和 44 年

８月１日からとなっており、その日付は当該事業所における申立人の厚生

年金保険の被保険者資格取得日と一致している上、同僚も「申立人の入社

は、８月の暑いころだったと鮮明に覚えている。」と供述している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    Ａ株式会社には、Ｂ市にあったＣのＤにおいて平成３年９月 30 日ま

で勤務していたので、厚生年金保険の資格喪失日は同年 10 月１日にな

るはずだ。申立期間（平成３年９月）を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、Ａ株式会社に係る申立人の被保険者記録は、資格

取得日が平成２年８月２日、資格喪失日が３年９月 30 日、被保険者月数

が 13 か月として記録されていることが確認できるとともに、同社におけ

る申立人の雇用保険加入記録においても、資格取得日が２年８月２日、離

職日が３年９月 29 日となっていることが確認でき、オンライン記録と合

致する。 

また、申立人が勤務していたＣで申立期間後に事務を担当していたとす

る同僚によれば、「月末退職を申し出た場合は、その月を１日残して退職

してもらい、社会保険は月末に喪失させてその月の保険料がかからないよ

うにしていた。ほかの月末に喪失している人も同様だと思う。」としてい

る。 

さらに、申立期間当時の事業主及び申立人が勤務していたＣも申立人に

係る資料等を保存していないとしているほか、申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給

与明細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月１日から 48 年２月 24 日まで    

私は、昭和 37 年４月から平成９年８月までの 35 年４か月間一貫して

Ａ株式会社に勤務した。 

昭和 43 年３月から 48 年２月までの５年間は、Ａ株式会社のＢ支社に

勤務したが、帰国前の 47 年８月１日から 48 年２月 24 日までの６か月

間について厚生年金保険の被保険者としての記録が無い。この期間は、

継続してＢ支社で勤務しており、厚生年金保険の記録があると思うので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された同社のＣ国現地法人であるＢ支社（以下「Ｂ

支社」という。）の社員名簿、複数の同僚の供述及び雇用保険の記録から、

申立人が申立期間、Ｂ支社に継続して勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人が昭和 47 年８月１日に被保険者としての資格を喪失し、

48 年２月 24 日に同資格を取得していることが確認できるとともに、同社

から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書及び厚生年金保

険資格取得確認通知書では、47 年８月１日に申立人がＢ支社に勤務して

いた同僚とともに被保険者資格を喪失し、帰国後の 48 年２月 24 日に申立

人が被保険者資格を取得したことが確認できる。 

また、厚生年金保険料の控除について、申立期間、Ｂ支社に勤務してい

た同僚は「海外赴任の間、健康保険も厚生年金保険にも入っていなかった

し、保険料も控除されなかった。」と述べているほか、Ａ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録では、昭和 47 年



  

８月から 51 年 10 月までの間にＢ支社に在籍した６人中、昭和 48 年度末

に帰国したとする一人（Ｂ支社の最高責任者）を除いた５人について、当

該期間の厚生年金保険の被保険者としての記録が無いことが確認できる。

なお、同僚の一人は「会社が海外赴任者も厚生年金保険に入れるべきだと

判断の誤りに気付き、被保険者資格を再取得したのは、昭和 51 年 10 月こ

ろではなかったか。」と述べている。 

さらに、Ａ株式会社における申立期間の海外赴任者の厚生年金保険への

加入について、複数の同僚が「海外赴任者の厚生年金保険料について国内

で納付するべきところを会社が一時期、誤って納付していなかったと聞い

た。」と述べているとともに、Ｂ支社に勤務した同僚の一人は、Ｂ支社へ

の赴任時に当時の課長から「Ｄ国で健康保険料を納付しないので厚生年金

も納付しない。」と説明を受けたが、帰国後には「君におわびしないとい

けない。実は２年ほど厚生年金保険に入れていなかった。かなりの差が出

るかもしれない。」と言われたと述べていることから、当時、Ａ株式会社

が海外赴任者の厚生年金保険被保険者資格についての判断を誤ったことに

より、当該資格を喪失させていたことがうかがえる。 

これに関して、Ａ株式会社が海外赴任者についての厚生年金保険被保険

者資格の判断を誤ったと思われる経緯について、同僚の一人は、「昭和

46 年に、Ａ株式会社はＥ保険からＦ組合に移行したが、年１回行われる

当該組合の 47 年の調査において、海外赴任者については健康保険不該当

として届けてくださいと言われ、この際厚生年金保険も該当しないと判断

し、厚生年金保険の資格を喪失させたと聞いている。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月 27 日から 49 年２月６日まで 

Ａ職業安定所の紹介で、昭和 47 年 11 月 27 日にＢ株式会社に就職し

たが、社会保険事務所(当時)の被保険者記録照会回答票では、厚生年金

保険の資格取得日が 49 年２月６日となっている。同社には約２年間勤

務し、同僚にはＣさん、Ｄさんがいた。調べて厚生年金保険の被保険者

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社発行の申立人の身分証明書により、申立人が昭和 47 年 11 月

27 日に同社に入社したことが確認でき、同社も、申立人が申立期間に勤

務していたことを認めている。 

しかしながら、Ｂ株式会社からは、「当初、入社日の昭和 47 年 11 月

27 日付けで厚生年金保険の加入手続を行ったが、後日申立人がその夫の

扶養となっていることが判明したため、社会保険事務所に相談の上、資格

取得取消手続を行った。49 年２月６日になって申立人から夫の扶養でな

くなったと申出があったので、同日付けで厚生年金保険の加入手続をし

た。」旨の供述があった。 

また、Ｂ株式会社から提出のあった、昭和 48 年４月 27 日付けＥ社会保

険事務所長（当時）の確認印が押された「健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得取消通知書」により、47 年 11 月 27 日付けの資格取得が取り消

されていることが確認できる。 

さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿でも、上

記の記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

                                     



  

埼玉厚生年金 事案 3524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 平成 17 年２月から同年４月まで 

           ② 平成 17 年７月から同年９月まで 

           ③ 平成 18 年６月 

平成６年４月からＡ株式会社に勤務しているが、「ねんきん定期便」

の標準報酬月額を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が実際の給

与支給額と大きく異なっていた。当時の給与明細書を提出するので、調

査の上、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書上の厚

生年金保険料控除額に基づき、各申立期間の標準報酬月額を算出したとこ

ろ、その額は、申立人のオンライン記録の標準報酬月額と一致しているこ

とから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わ

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 46 年 11 月１日まで 

昭和 45 年８月にＡ株式会社に入社し、同社が 46 年 11 月にＢ株式会

社（現在は、Ｃ株式会社）に吸収合併された後も継続して勤務していた

が、社会保険事務所（当時）の記録では、同年 11 月１日からのＢ株式

会社での厚生年金保険加入記録はあるものの、申立期間の記録が無い。

Ａ株式会社では正社員として勤務し、厚生年金保険料も控除されていた

と思うので、申立期間も被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された社員旅行の写真及び複数の同僚の供述等から、申

立人は、申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、同僚の一人から提出された当時の従業員名簿に申立人の

氏名が記載されていることが確認できるものの、名簿登載者 43 人中、申

立人を含む７人については、厚生年金保険被保険者番号等の記載欄が空欄

となっており、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿でも

これらの氏名が確認できない上、そのうちの一人は複数の同僚がアルバイ

トであったと供述していることから、同社においては必ずしも従業員全員

を厚生年金保険に加入させていたわけではないことがうかがわれる。 

また、Ａ株式会社及び吸収合併後のＢ株式会社が加入していたＤ基金及

び雇用保険の被保険者記録でも、申立人の資格取得は厚生年金保険の被保

険者資格取得日と同じ昭和 46 年 11 月１日となっており、申立期間に係る

加入記録は無い。 

さらに、Ａ株式会社の当時の事業主及び社会保険事務担当者は既に他界

しており、同社を吸収合併したＣ株式会社の人事担当者も、資料が残って



  

いないため、当時の状況については不明としていることから、申立てに係

る事実を確認する資料、情報が得られない。 

   加えて、申立人が記憶している当時の同僚に申立期間における申立人の

勤務実態及び厚生年金保険加入状況について照会したところ、複数の同僚

が申立人は常勤の社員だったと供述しているものの、厚生年金保険加入及

び保険料控除については具体的な証言が得られなかった。 

その上、申立期間における厚生年金保険料の控除については、申立人に

具体的な記憶が無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名  ： 男（死亡） 

  基礎年金番号  ： 

  生 年 月 日  ： 大正 14 年生 

  住    所  ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月 25 日から 34 年８月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録について照会

したところ、Ａ株式会社（Ｂ区）に勤務していた期間のうち、昭和 30

年４月 25 日から 34 年８月１日までの期間の被保険者記録が確認できな

いとのことであった。 

申立期間当時、母、妻及び子供二人と暮らしており保険証も持ってい

たことから、Ａ株式会社に勤務して給与から厚生年金保険料を控除され

ていたはずであり、納得できないので調査して記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険

者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間について、Ａ株式会社に継続して勤務し、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと申し立てているが、オン

ライン記録により、同社は昭和 30 年４月 25 日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所ではなかっ

たことが確認できる。 

また、Ａ株式会社は、当時の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載

された住所に存在しておらず、事業主は所在不明で、事業主から申立人の

申立期間に係る勤務の状況及び厚生年金保険料の給与からの控除について

確認することができない上、照会した同僚 12 人のうち回答のあった４人

は、「Ａ株式会社は、昭和 30 年４月に倒産しており、その後は誰も働い

ていない。」旨の供述をしている。なお、Ａ株式会社の商業登記簿謄本は、

保存期間経過により、無い。 



  

そこで、オンライン記録においてＡ株式会社と同名又は類似の名称の事

業所検索をしたところ、Ａ株式会社と同一の住所地にＣ株式会社（厚生年

金保険の適用事業所の届出は昭和 30 年 10 月１日。）の存在が確認され、

かつ、同社に係る健康保険厚生年金保険の被保険者名簿において、Ａ株式

会社で厚生年金保険被保険者資格を取得したことのある者が 32 人存在し

ていたことから、申立てに係る事業所は、Ｃ株式会社であることが想定さ

れた。しかし、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申

立人の記録は確認されず、健康保険の整理番号に欠番も無く、当該事業所

の事業主は所在不明で、事業主から申立人の申立期間に係る勤務状況及び

厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない上、照

会した複数の同僚も「申立人は、Ｃ株式会社には勤務していなかった。」

旨の供述をしている。なお、Ｃ株式会社の商業登記簿謄本は、保存期間経

過により無い。 

さらに、申立人は、Ａ株式会社における勤務期間の終期について有限会

社Ｄに勤務するまでと主張していることから、同社における勤務状況及び

厚生年金保険被保険者記録について調査したが、事業主は既に他界してお

り、事業主の妻からも病気のため回答を得ることができなかったものの、

同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 34 年８月１日付けで被保

険者資格を取得した６人のうち、申立人及び事業主親子を含む他界した４

人を除く二人に照会したところ、一人からは「自分は 34 年４月１日に入

社したが、申立人は自分の入社前から勤務しており厚生年金保険に加入し

たのは、全員が 34 年８月１日からであった。」旨の、他の一人からは、

「自分は 33 年４月に入社したが、申立人は自分の入社１年くらい前から

勤務しており、厚生年金保険に加入したのは、全員が 34 年８月１日から

であった。」旨の供述があった。このことから、申立人は、申立期間のう

ち、32 年４月ころから有限会社Ｄにおいて厚生年金保険の被保険者資格

を取得した 34 年８月１日までの間は、同社に勤務していたが、厚生年金

保険には加入していなかったことが推認される。なお、有限会社Ｄの商業

登記簿謄本は保存期間経過により無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



  

埼玉厚生年金 事案 3527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

    

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 31 日から 45 年 10 月 15 日まで 

  昭和 42 年にＡ地（現在はＢ地）にあったＣの施設であったＤ所（現

在は、Ｅ所）に勤務した。 

  ここは、Ｆする施設で、私は、Ｇなど施設の管理をしていた。 

  Ｄが昭和 45 年 10 月にＨ地に移転することになったのでそれを契機に

退職したが、それまでは勤務していたので当該期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の、在職状況については、Ｄで保存されていた雇用台帳及びＩ組

合の記録により昭和 42 年６月 27 日から 45 年 10 月 15 日まで同所に継続

して勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｄの雇用台帳により、昭和 43 年６月１日付けで臨時（月雇

い）作業員から正規職員の常用作業員に任用換えとなったことが確認でき

ること、及びＩ組合の回答により、申立人は、43 年６月１日から 45 年 10

月 15 日まで同組合の組合員であったことが確認できることから、申立期

間のうち 43 年６月１日から 45 年 10 月 15 日までの期間は、厚生年金保険

が適用されないＩ組合員期間であったことが認められる。 

一方、当該事業所に係る健康保険・厚生年金保険事業所別被保険者名簿

で記録されている申立人のＩ組合加入に伴う厚生年金保険資格喪失日は、

昭和 43 年５月 31 日となっており、同月は厚生年金保険の被保険者期間と

はなっていない。 

また、Ｄの雇用台帳にも申立人の厚生年金保険資格喪失日は昭和 43 年

５月 31 日と記載されており、Ｊでは、当時の状況を知る者はおらず、当



  

該台帳に基づいて事務処理がなされたものと考えられる旨を供述している。 

さらに、申立人も当時の給与明細書等の資料を保持していないため、申

立人の申立期間のうち昭和 43 年５月に係る給与からの厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

加えて、同僚照会の結果でも当時の事情をうかがうことはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 


